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番号 年度計画 実施状況等 評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （１）教育内容に関する取組  ①学生の確保  ア学部 

21101 〈アドミッシ

ョン・ポリシ

ー＊の明確

化〉 

入試に関する

情報、特に令

和２年度より

実施される

「大学入学共

通テスト」に

関して、本学

のアドミッシ

ョン・ポリシ

ー＊をふまえ

た取組を高校

生、高等学校

などに向けて

積極的に発信

し、周知に努

める。 

 

本学が求める学生を確保し、地域に根差した看護専門職者を養成することができるよう、

アドミッション・ポリシー＊と入試に関する情報を周知するため、下記の①～④の機会を

通じて積極的に情報発信に取り組んだ。 

○高校生・保護者を対象とした入試関連情報の提供 

①オープンキャンパス＊の開催 

８月31日（土）開催（台風の影響により７月27日（土）から代替））、保護者含め525名

参加（平成30年度593名）。来場者アンケートでは、アドミッション・ポリシー＊につい

ての説明が十分であったとの回答が97%（有効回答数349）と高い評価を得た。 

②進学説明会への参加（随時）  

参加数15件・対応人数307名（同20件・282） 内訳 県内高校主催２件・40名、出前

授業と兼ねた説明会５件・76名、進学相談会８件・191名 

③ＬＩＮＥ（ライン）を通じた情報提供 

登録者数1,194名（同1,032名）。 

令和２年３月に実施したアンケートでは、「配信している内容が役に立った」との回答が

82%と高い評価を得た。 

○県内高等学校教員等を対象とした入試情報の提供 

④高校教員向け入試説明会の開催 

５月29日（水）開催、参加者44名（高等学校担当者33名、市町担当者11名） 

参加者アンケートでは、説明会に参加して役に立ったとの回答が93%（有効回答数41）と

高い評価を得た。 

なお、令和２年度のオープンキャンパス＊開催に向けて、本学の雰囲気を在学生から来場

者に直接伝えることができるよう日程を見直した。具体的には、従来の７月の最終土曜日

から８月の第４土曜日に開催することで、前期末の試験期間（７月後半～８月前半）を避

け、在学生のより積極的な参加を期待するとともに、令和元年度は、台風の接近により延

期したため、代替日を設定し、周知することとした。そのほか、将来的な本学入試制度の

改革に向け、県関係部局や県教育委員会、県内の主要病院と意見交換を行うとともに、令

和３年度入学者選抜（令和２年度実施）より実施される「大学入学共通テスト」に向け、

文部科学省の方針をふまえながら、本学における令和３年度入学者選抜の内容を検討し、

その結果を本学ホームページで公開し、また、県内高等学校と県教育委員会を通じて高校

生等に向けて発信した。 

（関連項目 21103） 

 
 

 
 



2 
 

2 
 

資料 

21102 〈適切な選

抜の実施〉 

入学者選抜

方法と入学後

の成績、休退

学の状況につ

いて点検す

る。また、高

大接続事業と

入学者選抜方

法との関係の

あり方を再検

討する。 

入試改革に

ついては、「大

学入学共通テ

スト」導入に

合わせ、本学

で独自に実施

する入学者選

抜方法の改革

案を検討す

る。 

地域社会において活躍する看護職者としての適性を備えた入学生を確保するため、入学者

選抜試験を適切に実施した。また、国の入試改革の動向をふまえて、本学の入試の点検・

改革に取り組んだ。 

○入学者選抜の実施 

 令和２年度入学者選抜（令和元年度実施）において、「指定校推薦入試」（定員３名）に

は、３名の志願があり、３名が合格した。「指定校特別枠推薦入試」（定員２名）には、１

名の志願があり、１名が合格した。また、「一般入試前期日程地域枠」（定員５名）につい

ては、78名の志願があり、合格者は５名であった。 

今後、入学後の成績や休退学の状況などをふまえ、継続的な点検を行っていく必要がある。 

○入学者選抜方法の点検 

各試験における入学者の累積ＧＰＡ（Grade Point Average）＊を比較した。具体的には、

現行の入試制度による入学者（平成28年度以降の入学者）の累積ＧＰＡ＊平均値は、地

域推薦入試Ａ（４学年106名）：2.54、地域推薦入試Ｂ（４学年19名）：2.67、地域推薦

入試Ｃ（４学年22名）：2.51、前期日程入試一般枠（４学年182名）：2.45、後期日程入

試（４学年55名）：2.43であった。また、各試験の入学者のＧＰＡ＊平均値の間に統計

学的な有意差は見られなかった。 

さらに、国における入試日程決定過程において、地域推薦入試Ｃの実施が困難な状況とな

ったため、令和３年度入学者選抜（令和２年度実施）における入試区分の見直しを行った。

その際、地域推薦入試Ｃの合格者と地域推薦入試Ａ及び地域推薦入試Ｂの合格者との間に

は、累積ＧＰＡ＊を指標として比較したところ上記のとおり入学後に特段の学力差は認め

られなかったことから、令和３年度入試では、地域推薦入試Ｃ（定員５名）を廃止するこ

ととし、この定員を、地域推薦入試Ａに４名、地域推薦入試Ｂに１名に割り振ることとし

た。 

○特別入試の名称の変更 

 令和３年度入試入学者選抜（令和２年度実施）における特別入試の名称については、国

の動向にあわせ、「特別選抜」に名称を変更することとした。それに伴い、「地域推薦入試

Ａ」は「学校推薦型選抜」に、「地域推薦入試Ｂ」は「地域推薦型選抜」に、「指定校推薦

入試」は「指定校推薦型選抜」に、「指定校特別推薦入試」は「東紀州地域指定校推薦型

選抜」とするなど、名称を変更した。 

○大学入学共通テスト利用についての検討 

 令和３年度入学者選抜（令和２年度実施）より実施される「大学入学共通テスト」に向

け、文部科学省の方針をふまえながら、本学における令和３年度入学者選抜の内容を検討

してきたが、令和元年11月に共通テストでの英語民間試験成績の利用が、12月には国語

と数学における記述式試験の利用も見送られたことから、本学もこれらに対応し、それぞ

れ見送ることをホームページで公表した。 

【質問１】 
一般入試の受験者数と倍
率 
（入試情報の発信量
（21101）、特別入試方法
などが一般入試に与える
影響） 

【回答①】 
○令和2年度一般入試の志願者数と志願倍率つ
いては、それぞれ次のとおりです。 
・前期日程入試：245 名（うち県内者 115 名、県外
者130名）、4.9倍。 
・後期日程入試：242 名（うち県内者 107 名、県外
者135名）、24.2倍。 
 
○入試情報の発信量が一般入試に与える影響に
ついては、ひとつの目安として、LINE の登録者
数と一般入試の志願者・志願者倍率をお示ししま
す。 
まず、LINE 登録者数は順調にその数を伸ばし

ています（H29年度： 677名、平成30年度：1032
名、R元年度：1194名）。 
次に一般入試志願状況・志願倍率について

も、対応する年度において良好な状態を維持し
ております（H29 年度実施入試：527 名（4.2 倍）、
平成30年度実施入試：482名（4.0倍）、令和元年
度実施入試：487名（4.1倍））。 
情報化の進展状況をふまえますと、今後も SNS

を中心としながら、入試情報の積極的発信に努め
る必要があると考えております。 
 
○特別入試方法の変更（具体的には地域推薦入
試 C の廃止）による一般入試への影響について
は、大きな影響はないと考えています。確かに一
方において、例年、推薦 C 受験者の半数以上を
推薦A不合格者が占めており（R2年度では、9名
中6名）、これをふまえると推薦Cの廃止は、推薦
Aを不合格となった受験生の受験機会減少をもた
らすものと思われます。しかし他方、これらのA不
合格の受験生の多くは一般入試（前期・後期）を
受験しています（R2年度では、A不合格者67名
のうち、前期受験者が28名（5名合格）、後期受験
者が 17 名（合格者なし））。これをふまえると、志
願者数の観点から見る限り、一般入試への影響
はないと考えられます。 
ちなみに、C の廃止の他の推薦型選抜への影

響についていえば、Cの定員は、R3 年度選抜試
験から別の推薦型選抜へと振り分けられますの
で、三重県出身の受験生の観点からするとやはり
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〔補足資料：入学者選抜方法の点検 参考データ〕 大きな影響はないと考えられます。 

21103 〈高等学校

との連携〉 

本学を志す

優秀な学生を

確保できるよ

う、県教育委

員会や県内高

等学校、県内

医療機関と連

携、協力して、

県内高校生に

対する本学の

高大接続事業

を着実に実施

する。 

平成31年度

で本学が実施

している事業

の補助金対象

期間が終了す

ることをふま

え、継続可能

なプログラム

について検討

していく。 

「高大接続事業」として位置づけ、「高等学校との連携」、「入学準備教育」、「県教育機

関との連携強化」の視点から、高等学校及び高校生、保護者、県内保健医療機関等との連

携強化に努めた。 

○ 高等学校との連携 

主に県内高校生とその保護者を対象に、看護職及び三重県の保健医療動向について、

理解を深めることを目的として、ワークショップや授業、講演、面談を実施した。 

① 高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊ 出前授業 

６月～12月に開催、訪問高校24校（平成30年度24校）、参加者687 名（同687

名） 

② 高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊「一日みかんだい生」 

８月８日と９日に本学で開催。参加高校28校、参加者138名（同24校・112名） 

③ 高校生のための看護職キャリアデザイン講座＊「出張みかん大 in 東紀州」 

８月２日に熊野市で開催。参加高校２校、参加者４名（同３校・12名） 

④ 高校生のためのオープンクラス（授業公開） 

７月22日～26日に開催、８科目・12コマを公開（同14科目・33コマ）、受講者

数26名（同31名）、延べ参加者数33名（同49名） 

⑤ 保護者と高校教員のための看護職キャリアデザインサポート講座 

８月31日、オープンキャンパス＊と同日開催、参加者数47名（同70名） 

⑥ 未来面談（ミライインタビュー）＊ 

８月31日、オープンキャンパス＊にて開催、参加者数16名（同14名） 

 

○ 入学準備教育 

特別入試（地域推薦入試Ａ・Ｂ、指定校推薦入試、指定校特別枠推薦入試）による入

学予定者35名とその保護者を対象に、下記のプログラムを実施し、入学後の授業科目

の学修につながるよう本学教員との連携を図った。 

① 入学準備教育 

独自のテキストとインターネット配信用教材を活用した自宅学習に加え、化学、生

物それぞれスクーリングを延べ２回実施（当初４回実施予定。新型コロナウイルス感

染症の影響により減） 

② 三重の保健医療を支える未来の看護職者育成プログラム交流会 

12月８日開催、県内15医療機関と保健師が個別相談ブースを設け、入学予定者と

その保護者が直接話を聞く機会を設けた。 

 

【質問１】高大接続事業
の生徒、父兄、高校関係
者、県教育関連への定着
状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問２】 
③高校生のための看護職
キャリアデザイン講座
（出張みかん大in東紀
州） 
④高校生のためのオープ
ンクラス  
⑤保護者と高校教員のた
めの看護職キャリアデザ
インサポート講座 
参加者は昨年よりなぜ減
少したのか？大学はどの
ように評価しているの
か？ 

【回答①】 
第一に、左記の参加者数の観点からすると、い

ずれの事業もおおむね定着していると考えてい
ます。 
第二に、それぞれのアンケート結果によると、

肯定的評価の割合がいずれも80%以上と高水準
にあります。また感想についての回答でも、企画
趣旨に合致した反響を得ることができています
（例えば「一日みかん大生」では、75%以上の参加
者が「看護職を志す気持ちが高まった」と回答、
「保護者と高校教員のための看護職キャリアデザ
インサポート講座」では、進路選択の難しさや看
護職の実情を理解できたと述べる回答が多数見
られました）。 
第三に、高大接続事業評価委員会の場にて、

出席された評価委員（高等学校の教員）からは肯
定的な意見のほか、さらなる連携強化に向けた
具体策をご提案いただいています。 
以上より、国の補助金によって6年間継続して

きた本事業は、高校生や父兄、高校関係者に高
い水準において定着してきていると考えられま
す。今後も、実施内容を精査しながら、引き続き
事業を独自予算によって継続し、関係者との連携
を深めていきたいと考えています。 
 
 
【回答②】 
参加者数の減少についてですが、それぞれ以

下の事情によります。 
 

③「出張みかん大 in 東紀州」については、東紀
州地域の高校生もその多くが本学において実施
する「一日みかん大生」の方へと参加する状況が
あり（昨年度 11 名）、参加者数が少ない状況にあ
ります。その理由は、多人数の充実したグループ
ワークへの参加を希望している点にあると推測し
ています。このことをふまえ、「出張みかん大 in 
東紀州」については令和2年度より取りやめること
にしています。 
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○ 県教育機関との連携 

① 県内高等学校の進路指導担当教員と、本学の教育及び入学者選抜についての意見交

換 

10月８日開催、参加者12名 

そのほか本学の高大接続事業の取組を、令和元年10月26日に開催された「入試改革・

高大接続」の採択校合同シンポジウム（文部科学省主催）で報告し、積極的に情報発信に

取り組んだ。 

なお、本学の「高大接続事業」については、文科省の大学教育再生加速プログラム＊の

補助を受けて取り組んできたが、令和元年度で補助が終了することから、これまで実施し

てきた事業の内容を精査するとともに、連携強化に向けて来年度以降の効果的な事業の実

施について検討した。 

                               （関連項目 21101） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問３】 
②三重の保健医療を支え
る未来の看護職者育成プ
ログラム交流会 
何人集まったのか？ 
どのような成果があった
のか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④「高校生のためのオープンクラス」について
は、開講数は多くなっているのですが、高等学校
の夏休み期間と本学の授業実施期間とを調整す
ることが難しく、これが参加者減少の主な原因と
考えています。この点をふまえ、「出張みかん大 
in 東紀州」と同様、令和 2 年度より取りやめること
にしています。 
 
⑤「保護者と高校教員のための看護職キャリアデ
ザインサポート講座」については、いくつかの要
因が考えられます。まずこの講座をその一部とす
るオープンキャンパスの台風による延期の影響
は無視できないものと思われます。そのうえで第
二に、オープンキャンパスのスケジュールの関係
上、対象としている保護者が高校生とともに他会
場（とくに食堂）へと移動する傾向があり、このこと
が大きな要因であると思われます。 
したがってこの講座については、令和3年度に

おけるスケジュールや会場設定を工夫することに
より、より多くの参加者を得たいと考えています
（なお、令和2年度においてはオープンキャンパ
スをウェブ上にて開催するため、本講座は実施
いたしません）。 
 
【回答③】 
「三重の保健医療を支える未来の看護職者育

成プログラム交流会」については、その参加者を
特別入試による入学予定者35名とその保護者に
限定して開催しています。 
したがってこの交流会の参加者数は、入学予

定者35名とその保護者35名でした。その主な内
容は、看護職及び入学準備教育についてのレク
チャーと県内医療機関の紹介、三重県保健医療
機関による個別面談です。主な成果としては、入
学予定者とその保護者が三重県の保健医療機関
の担当者と個別相談の機会を持ち、個々のキャリ
アに関わる様々な話をする機会を提供できた点
にあると考えています。 
 
【回答④】 
県内高等学校の進路指導担当教員からは主

に、 
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【質問４】 
①県内高校の進路指導担
当教員と本学の教育及び
入学者選抜についての意
見交換  
大学のこれまでの「高大
接続事業」「連携強化に
向けての来年度以降の効
果的な事業の実施」につ
いて、どのような意見が
出されたのか？ 

(1)令和3年度入試より実施される共通テストをめ
ぐる意見交換（英語の外部検定試験導入の問題
や、共通テスト英語におけるリスニングとリーディ
ングについて本学の設定した配点） 
(2)外国にルーツを持つ子どもたちの教育や進
学、入試制度のあり方 
について意見交換がなされました。特に(2)につ
いて高等学校が様々な課題を感じていることが
わかり、この点を今後の本学の高大接続事業に
反映させていく必要があることが確認できました。 
 

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （１）教育内容に関する取組  ①学生の確保  イ研究科 

21104 アドミッショ

ン・ポリシー

＊の明確化〉 

アドミッショ

ン・ポリシー

＊をはじめと

して、大学院

カリキュラム

や入試方法等

を様々な広報

媒体を通じて

周知する。 

これまでの研究科カリキュラムにおいては、「修士論文コース」と「専門看護師（母性Ｃ

ＮＳ＊・精神ＣＮＳ＊)コース」であったが、令和元年度には、これらに加えて「臨地＊

教育者コース」を各看護専門分野に設置した。このカリキュラム改正に伴い、アドミッシ

ョン・ポリシー＊も３つのコースに適応するように改正し、入学希望者や関係機関への周

知に努めた。また、高齢者に対する看護のニーズに合わせ、令和２年２月に「老年」の専

門看護分野において専門看護師教育課程の認定を受け、令和２年度から新たに「専門看護

師（老年ＣＮＳ＊)コース」を設置することとした。 

なお、大学院入試制度や教育内容等については、全ての連携協力協定病院に大学院案内や

募集要項を送付するとともに、担当教員が訪問し、説明した。また、新たに県内の中核病

院４病院を訪問し、大学院の紹介を行った。 

さらに、保健師に対しては、県内の保健所及び市町の保健センター37 か所に大学院案内

等を送付して呼びかけるとともに、卒業生には、本学発行のＭＣＮレポート冊子に大学院

の募集チラシを同封したり卒業生のメーリングリストあてに入試情報を配信したりして、

入学希望者や関係者、関係機関への周知に努めた。 

〔補足資料：三重県立看護大学看護学研究科看護学専攻(修士課程)令和２年度入学生募集

案内〕 

 
 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

21105 〈適切な選

抜の実施〉 

学内推薦、

機関長推薦な

ど多様な入試

制度を募集要

項等により学

内外に周知

平成29年度から開始した社会人推薦入試（４年制看護大学を卒業した者を対象）につい

ては、大学院へ入学する者の大半が社会人であることや学部入試との混同を避けるため、

平成30年度に「機関長推薦入試」に名称を変更した。また、二次募集では、これまでの

一般入試に、機関長推薦入試と学内推薦入試＊を追加設定し、受験機会の拡大に努めた。 

令和２年度入試（令和元年度実施）では、一次募集で学内推薦１名、一般５名の計６名が、

二次募集で一般９名（転入学１名含む）が合格した。分野・コースの内訳は、修士論文コ

ース10名、ＣＮＳコース＊５名（うち３名は令和２年度新設の老年看護ＣＮＳ＊）であ

った（機関長推薦入試、臨地＊教育者コースの受験者はなし）。 
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し、定員充足

に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （１）教育内容に関する取組  ②教育課程及び教育内容の充実  ア学部 

21106 〈教育課

程・教育方

法・内容の充

実〉 

教育課程の

評価を継続

し、より適切

な教育課程の

編成について

検討を開始す

る。 

特別講義 

「三重を知ろ

う」を引き続

き実施し、低

学年の時から

三重県の魅力

を知る機会を

設ける。 

平成30年度に試作した評価用アンケートを用いて、２～４年生と平成30年度卒業生の

県内就業先数か所を対象に学修成果評価を行った。 

平成30年度に実施したアンケートの分析結果からは、学年の進行に伴い、各学位授与

方針別の得点及び総合得点が上昇していることが示された。分析結果は、学生に掲示で報

告し、教員には教授会において共有した。また、保護者との教育懇談会や看護管理者意見

交換会においても報告した。この取組は、令和元年７月発刊の「看護展望」44 巻 9 号に

おいて、「地域包括ケア＊を担う人材の育成に向けた新カリキュラムの開発」として公表

した。 

教育内容の充実については、三重の魅力や健康課題について考えることを目的として、

１年生を対象に三重県知事による講演「三重県の文化と魅力」を平成30年度に引き続き

開講した。終了後のアンケートでは、「よく理解できた・理解できた」と回答した学生が

98％あり、「三重の魅力がよく分かった」等の意見があった。講演の際には、学長考案に

より作成した「みかん大三重かるた」を展示し、学生が県内市町の特色や魅力を知る機会

とした。かるたはその後、図書館前通路に展示している。 

さらに、令和元年度からは、１年生を対象に地域の文化財の見学を通して歴史や文化を

学び、住民と触れ合うことによって地域の生活状況を知るためのフィールドワークを実施

することとした。実施後のアンケートでは、「とても満足・やや満足」と回答した学生が

94％あり、「三重県で育ってきたが知らないことが多くあることがわかった」等の意見が

あった。 

４年次に行う看護総合実習では、地域包括ケア＊をふまえた実習内容を充実させ、地域

包括ケアシステム＊における人材を育成するための効果的な実習のあり方について、看護

系教員を対象としたアンケートを実施し意見を集約した。 

カリキュラムについては、平成28年度以前に入学した学生用カリキュラムの最終年度

であったため、平成29年度以降入学生用のカリキュラム（現行カリキュラム）への完全

移行に伴う課題抽出とともに対応を行った。また、公衆衛生看護学実習について、実習先

【質問１】 
3行目の「各学位授与方針
別の得点及び総合得点が
上昇していることが示さ
れた。」の意味 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問２】 
看護系教員を対象とした
アンケート及びその集約
結果を把握したい。 
 
 
 
 

【回答①】 
学修成果を評価するために、本学の９つの学

位授与方針（ディポロマ・ポリシー、以下DP）を大
項目とし、各DPの下位項目として、日本看護系大
学協議会が提示している「看護学士課程教育に
おけるコアコンピテンシーと卒業時到達目標」を
参照し、73項目の指標を作成しています。 
この指標を卒業生（平成31年3月）、新2・3・4年

生（平成31年4月）に、各項目について「4.そう思
う」「3.まあそう思う」「2．あまりそう思わない」「1．そ
う思わない」のアンケート形式で問い集計した結
果、各DPの平均点及び、平均点を合算した総合
得点ともに、学年が上がるに従い高くなっていた
ことを意味しています。 
（補足資料） 
・地域包括ケアを担う人材の育成に向けた新カリ
キュラムの開発（「看護展望」（2019-7 44巻9号）） 
 
【回答②】 
看護系教員を対象としたアンケート用紙と集約

結果につきましては、別添のとおりです。 
教員の意見を集約した結果、地域包括ケアシ

ステムの視点を取り入れた実習は必要だと多くの
教員（96％）が回答しましたが、実施に向けて
様々な課題や調整すべき事項があることも示され
ました。 
このアンケート結果をふまえ、令和４年度から

の新カリキュラムにおいては、地域包括ケアシス
テムにおける人材を育成するための実習を導入
できるよう、今後も検討を続けたいと考えていま
す。 
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である市町及び県立高校等との調整を行い、令和２年度から実習体制を変更し、教育内容

の充実を図るための検討を行った。さらに、令和元年10月に示された看護師保健師助産

師指定規則の改正に伴い、令和４年度から導入される新カリキュラムの策定に向け、現行

カリキュラムの評価と新カリキュラムに関するアンケートを全教員に実施し意見を集約

した。臨地＊において地域包括ケア＊を実践している看護職者を講師とした学習会も開催

し、新設科目の策定に向け検討を行った。このほか現行カリキュラムの評価及び教育内容

の充実に向け、一般財団法人日本看護学教育評価機構の看護学教育分野別評価を、令和３

年度に受審することを決定した。 

 
（補足資料） 
・「地域包括ケアシステムの視点を取り入れた看
護総合実習」に対する教員個人へのアンケート調
査（依頼） 
・「地域包括ケアシステムの視点を取り入れた看
護総合実習」の調査結果 

21107 〈公正な成

績評価の実

施〉 

各科目の成

績評価基準を

学生に明示

し、公正な成

績評価の実施

を継続する。 

ルーブリッ

ク評価＊の活

用について拡

大を検討す

る。 

シラバス＊様式については、科目目的、主要なディプロマ・ポリシー＊、関連するディプ

ロマ・ポリシー＊、到達目標、成績評価方法、再試験の有無と基準、学生の主体性を伸ば

すための教育方法等で構成する内容とし、科目間に精粗が生じないようシラバス＊作成要

領、シラバス＊記載例を更新した。また、令和２年度のシラバス＊より、文部科学省の高

等教育無償化の機関要件を満たすため、担当教員等の実務経験を記載する欄を設け、教員

に周知した。シラバス＊の点検・評価を行い、全科目が必要な内容を明示していることを

確認した。 

 公正な成績評価の一つであるルーブリック評価＊については、成人看護学急性期領域・

精神看護学領域に加え、令和元年度からは在宅看護学領域で導入し、母性看護学領域・老

年看護学領域においても一部取り入れることとした。他の領域についても、アンケートの

実施を通して導入に向けた進捗状況を確認した。 

〔補足資料：令和２年度シラバス作成要領〕 

〔補足資料：令和２年度シラバス記入例〕 

 

【質問１】 
成人看護学急性期領域、
精神看護学領域、在宅看
護学領域、母性看護学領
域、老年看護学領域にお
ける公正な成績評価のた
めの「配点表」を提示し
ていただきたい。 
 

【回答①】 
 成人看護学急性期領域、精神看護学領域、在
宅看護学領域、母性看護学領域、老年看護学領
域において使用しているルーブリック評価表を補
足資料として提出します。 
配点はそれぞれの表の上段に、評価項目・評

価基準等として記載しています。 
（補足資料） 
・看護総合実習 成人看護学（急性）領域 評価表 
・看護過程評価基準 精神看護方法Ⅱ2019 
・領域別看護学実習（在宅）評価のためのルーブ
リック 
・2019 年度 看護総合実習（母性）ルーブリック評
価 
・令和元年度 老年看護方法Ⅱ 看護過程展開ル
ーブリック評価表 
 

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （１）教育内容に関する取組  ②教育課程及び教育内容の充実  イ研究科 

21108 〈教育課

程・教育方

法・内容の充

実〉 

新カリキュ

ラムの運用を

着実に実施す

る。旧カリキ

ュラムが適用

される大学院

生に不利益が

一般社団法人日本看護系大学協議会に対し、老年看護学ＣＮＳコース＊（38 単位教育課

程）の認可申請を行った。令和２年２月に認定を受け、令和２年度に同コースを開設した。 

 令和元年度からの新カリキュラムを着実に実施するとともに、臨地＊教育者コースには

２名が在籍し、講義・演習・実習を通して医療機関や行政機関の臨地＊の場における新人

教育や学生指導について学修している。また、「人文社会看護学分野」と「自然科学看護

学分野」に各１名の学生が在籍し、看護におけるさまざまな研究課題に対応できるよう学

修している。旧カリキュラムが適用される学生については、シラバス＊に基づき学修を進

め、精神看護学ＣＮＳコース＊の修了生１名と、ＣＮＳ＊に関する科目履修生１名を輩出

し、県内の看護の質向上に寄与できたと考えている。また、転入学に係る規程を整備し、

令和２年度入試（令和元年度実施）から適用したところ、１名の受験生があった。 

〔補足資料：三重県立看護大学大学院転入学に関する規程〕 
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生じないよう

に配慮する。 

21109 〈公正な成績

評価の実施〉 

平成30年度

に「特別研究」

と「課題研究」

の相違を明確

にして改正し

た「学位論文

審査基準」に

基づき、学位

論文審査及び

最終試験を適

切に実施す

る。 

令和元年度から、特別研究と課題研究の違いを明確にした「学位論文審査基準」に基づき

学位論文審査を実施したところ、前期２名（特別研究２名）、後期７名（特別研究６名、

課題研究１名）の合計９名が合格し、修了した。 

なお、学校教育法施行規則及び大学院設置基準の一部改正に伴い、「学位論文審査基準」

について本学のホームページで公表し、厳正で公正な成績評価に関する大学院の取組を社

会に向けて発信した。 

  

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （２）教育の質の向上に関する取組 

21201 〈授業の点

検・評価〉 

「教員相互

による授業点

検・評価」及

び「学生によ

る授業評価」

を実施し、「授

業改善等に関

する報告書」

を作成し、こ

れらを教育に

活用する。平

成30年度改正

した「学生に

よる授業評

価」項目につ

 授業の点検・評価は、①「授業改善等報告書」、②「学生による授業評価」、③「教員相

互の授業点検評価」に基づいて実施した。 

①授業改善等報告書 

平成30年度の「学生による授業評価」及び「教員相互の授業点検評価」の結果をもとに、

各授業担当教員が「授業改善等報告書」を作成し、学内ホームページに掲載し、学生及び

教職員に周知を図った。 

②学生による授業評価 

電子メールにより授業評価ＷＥＢページへの誘導を継続し、担当教員への事前依頼メール

を配信した。回答率は令和元年度前期63.8％（平成30年度60.9%）、後期50.6％（同44.6%）

となった。科目の満足度の設問においての全体平均値（４点法）は、前期3.26（同3.33）、

後期3.35（同3.35）であった。実習科目全体の平均値（５点法）は、前期4.49（同4.34）、

後期4.49（同4.48）であり、平成30年度と同水準の評価を得た。 

評価結果は、担当教員に報告するとともに、学内ホームページに掲載し、学生及び教職員

に周知・公表した。平成30年度後期から項目とした「授業科目がめざすディプロマ・ポ

リシー（ＤＰ）＊や到達目標に向けての自己の成長」においては、前期3.30、後期3.38

であった。また、講義・演習に対する「学生による授業評価」項目について点検し、「授

業難易度」と「授業速度」について問う項目については、他の項目と異なった段階尺度と
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いて、検討を

続ける。 

していたため、令和２年度からは適切性を問うように修正することとした。 

 

③ 教員相互の授業点検評価 

対象となる専任教員全員が点検評価者による評価を受け、授業の質向上を図った。また、

平成30年度より助手の教育能力向上を目的に、対象教員の授業評価に参加可能としてお

り、令和元年度は該当者６名全員が参加した（平成30年度13名、参加者10名）。アンケ

ート結果からは平成30年度と同様に満足度が高いとの評価を得た。 

（関連項目 21202、32201、32202） 

〔補足資料：令和元年度前期・後期「学生による授業評価」集計結果（講義、演習科目）〕 

【質問１】 
本学の教員相互評価

は、全国の大学の中でも
先駆的な教育の質の向上
に関する取組として長年
高く評価され、本法人評
価委員会でも長年同様に
評価されてきた。令和元
年度の専任教員及び助手
全員のアンケート結果の
概略、すなわち、合計何
名が、どのような表現で
「高い満足度」を示して
いるかの概略を紹介して
いただきたい。 

【回答①】 
専任教員全員が点検評価者による評価を受け

ていますが、アンケートは授業評価に参加した助
手のみを対象としています。アンケートの対象者
は６名であり、全員が回答しています。 
結果の概要として、授業参観の満足度（問1）は

「非常に満足」２名（33.3％）、「まあまあ満足」３名
（50.0％）、どちらでもない１名（16.7％）であり、不
満との回答はありませんでした。また、授業参観
したことで学びがあったか（問2）に対して、全員
が「はい」６名（100％）と回答したことから、平成30
年度と同様に、満足度が高いとしました。 
（補足資料） 
・教員相互の授業評価参加アンケート調査ご協力
のご依頼 
・令和元年度 教員相互評価への助手参加のア
ンケート結果 

21202 〈研修会等

の開催〉 

ＦＤ＊活動

を推進するた

め、研究教育

内容や授業方

法についての

相互研修など

を引き続き開

催する。また、

本学の実情に

あった体系的

なＦＤ＊のあ

り方を検討す

る。 

ＦＤ＊活動として、①「研究・教育コロキウム＊」を２回、②「ＦＤ＊研修会」を１回、

③「ＦＤ＊／ＳＤ＊合同研修会」（32202<事務職員の育成と能力向上>を参照）を１回、開

催した。  

①研究・教育コロキウム＊ 

１回目は、「研究倫理についての動向」をテーマに本学研究倫理審査会委員長を講師と

して、９月６日に開催した。研究倫理は全ての研究者が遵守すべき内容であることから、

専任教員以外に大学院生についても参加可能とした。参加者数は53名（専任教員49名、

事務職員３名、大学院生６名）となった。アンケート結果（回収数49）では、「有意義だ

った」「まあまあ有意義だった」の回答が100％であった。 

２回目は、「三重県立看護大学 研究倫理審査申請要領の改正及び留意点」をテーマに本

学研究倫理審査会委員長を講師として、３月17日に開催した。参加者数は50名（専任教

員 43 名、事務職員１名、大学院生５名）で、アンケート結果（回収数 45）では、「有意

義だった」「まあまあ有意義だった」の回答が約96％であった。 

②ＦＤ＊研修会 

本学が将来的に地域包括ケアシステム＊を看護学実習に取り入れることを検討中であ

ることから、地域包括ケア＊として先進的な取組をしている牧田総合病院の地域ささえあ

いセンター長 澤登氏を講師に招聘し、「まちづくりのために今、専門職が、企業が、住民

ができること！～おおた高齢者見守りネットワーク（みま～も）の取り組む～」をテーマ

として研修会を開催した。本研修テーマは地域包括ケア＊に関わる人にとっても有益と考

えられたため、県職員（医療保健部）や津市の保健センター及び地域包括ケア＊センター

職員にも公開することした。参加者数は63名（専任教員45名、非常勤教員等５名、事務
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職員５名、大学院生６名、公開参加者５名）となった。研修会後のアンケート（回収数

61）では「有意義だった」「まあまあ有意義だった」の回答が100％であった。 

              （関連項目 21201、32201、32202） 

Ⅱ－１ 教育に関する取組  （３）学生の支援に関する取組 

21301 〈学習支援〉 

学生相談制

度＊とチュー

ター制度＊を

継続し、学生

自身の成長を

意識した支援

を実施する。 

学生が必要な時にいつでも相談できる環境を提供するため、令和元年度も学生相談制度

＊とチューター制度＊を継続し学生支援を行った。４月の各学年へのガイダンス及びオリ

エンテーション時に、制度に関する説明を学生に周知し、また、教員間では教授会におい

て学生の情報を共有し、成長につながるような支援を意識して実施するようにした。その

結果、「大学生活に関するアンケート」（回収率92.2%）において、学生相談制度＊を「知

っている」と回答した学生は92.3％（平成30年度94.9％）、「満足している」「どちらか

といえば満足している」を合わせて 94.9％であった。学習に関する個別相談件数は 987

件（同817件）であり、教職員との関係性については、「うまくいっている」「どちらかと

いえば上手くいっている」と回答した学生は96.6％（同94.6％）であった。また、１年

前と比較した自己の成長について、「成長した」「どちらかといえば成長した」と回答した

学生は94.9％（同91.7％）で、目標値（同90.0％）を上回ることができた。 

  

学生が自主

的に学習でき

る環境の整備

を行う。 

国家試験情

報コーナーへ

掲載する情報

の種類、内容

について、看

護師国家試験

同様、保健師

国家試験への

取り組みにつ

いても充実さ

せる。 

低学年のう

ちから国家試

験に向けた学

習指導を行

○ 学生が自主的に学習できる環境の整備 

① 学生が利用できるＡ３用紙対応のパソコンとプリンタを講義室１に常設した。 

② 定期試験や国家試験に向けた自己学習を支援するため、講義棟３階演習室の開放や

実習室へのシミュレーション模型の常設に取り組んだ。 

③ 食堂を学習場所として活用するための試行を実施し、学習しやすい場の確保に取り

組んだ。 

○ 国家試験に向けた支援 

① 保健師国家試験対策の一環として、保健師模試の回数を増やし、例年より早期に模

試を実施する機会を設けた。低学年に対しては、地域包括ケアシステム＊において

看護を実践する上で保健師の資格が有用であることを伝えた。 

② 看護師及び助産師国家試験に対しても、学生の学習状況に合わせた指導を行ってお

り、平成30年度の看護師・保健師・助産師国家試験の出題傾向の詳細な分析や教

員間での情報共有を行った。特に、令和元年度は模試結果の正答率対比表を教員に

も配布し、各領域において教育内容を振り返る機会とした。 

学生の支援体制として、チューターだけでなくゼミ担当教員も含め、模試結果の返却等

を通して、複数の教員によって学生を支援する体制を整えた。 

① 模擬試験は、３年次の低学年用模試を含めて看護師４回、保健師３回、助産師３回

実施した。看護師国家試験模試の成績不振者に対しては個別指導を実施し、保健

師・助産師国家試験については、専門領域の教員がクラス全体や専攻課程の学生に

 
 
 
【質問１】 
国家試験に向けた支援の
関連で、数値目標未達成
項目理由において保健師
と助産師の２分野で合格
率が全国平均に届かなか
った理由について 
 

 
 
 
【回答①】 
令和元年度の保健師国家試験の合格率は

93.1％（102名中95名合格）であり、平成30年度
の合格率（82.5％）より 10.6ポイント上回りました
が、全国平均（96.3％）を下回る結果となりまし
た。その要因としては、保健師教育課程の選択制
導入に伴い国家試験受験者が限定される中、保
健師と看護師の複数受験のための学習が負担と
なり、看護師国家試験を優先し保健師国家試験
対策への取組が遅れた学生がいたことによると
考えています。 
また、令和元年度の助産師国家試験の合格率

は90.9％（11名中10名合格）であり、全国平均
（99.5％）を下回る結果となった要因としては、助
産師国家試験対策への取り組みが遅れた学生が
いたことによると考えています。 
早期に国家試験対策に取り組めるよう、模試の

解説や個別指導等の支援策を強化することを検
討しています。 
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う。 向けて補講、又は面談を行った。加えて、令和元年度からは、在宅・公衆衛生看護

学領域の教員及び国試対策ワーキング員から定期的に支援メールを送信すること

により、学生への意識付けを行った。 

② 学生の希望により、医療系国家試験対策予備校による看護師国家試験対策特別講座

（２日） 及び保健師国家試験対策特別講座（２日）を、本学を会場として開講し

た。看護師国家試験対策特別講座は 98 名が受講し、アンケートの結果（回収率

72％）、98％が「とても満足」「ほぼ満足」と回答した。 

令和元年２月に実施された看護師等の国家試験の結果は、看護師国家試験は103名が受

験し、100名が合格した。保健師国家試験は102名が受験し、95名が合格した。助産師国

家試験は11名が受験し、10名が合格した。 

21302 〈生活支援〉 

本学の生活支

援制度や学内

の設備・使用

ルール等につ

いて、入学時

のオリエンテ

ーションや年

度当初のガイ

ダンスにおい

て周知するこ

とによって、

学生が充実し

た学生生活を

過ごすことが

できるよう環

境を整える。

また、「学生

生活に関する

意見箱」を活

用し、学生の

要望について

随時、対応策

を検討しフィ

ードバックす

４月のオリエンテーション及びガイダンスにおいて、学内の設備・使用ルール等に関す

る説明を詳しく行うことにより、学生が主体的に充実した学生生活を過ごすことができる

よう環境を整えた。 

「大学生活に関するアンケート」の結果では、「本学の生活支援制度」及び「学生生活

全体」について、「満足している」「ほぼ満足している」と回答した学生は、それぞれ92.8％、

93.9％（平成30年度94.0％、92.8％）であった。「学内の施設・整備等」に関して、「満

足している」「ほぼ満足している」と回答した学生は85.4％（同74.9％）であった。また、

各種健康相談制度に関しても学生への周知を強化し、学校医やカウンセラーとの連携やチ

ューターへの情報提供を行った結果、各種健康相談制度について「満足している」「ほぼ

満足している」と回答した学生は95.5％（同93.7％）であった。 

 平成30年度から「学生生活に関する意見箱」を設置しているが、投書はなかった。

学生アンケートにおいて知っているという回答は 55.6％にとどまり、投書がなかった要

因の一つとして認知度が低いことが考えられた。令和元年度のアンケート結果は、自由記

述を除き学内ホームページにおいて学生に公表し、アンケートに記載された学生の意見の

学内Wi-Fiの範囲拡大など学習環境の整備に関する要望を取り入れ、改善する点について

学生に報告した。また、自治会員の学生と話し合う機会を設け、学生生活についての要望

を聴取した。自治会運営の支援や大学祭に関する協力について関連部署と連絡を取り対応

した。 

学生生活に関する新型コロナウイルス感染防止対策としては、令和２年２月中旬から学

部・大学院生への海外渡航に関する注意喚起及び状況調査とともに、海外渡航者に対する

14 日間の自宅待機の要請、学校保健安全法の第一種感染症に指定されたことに伴う出校

停止等の周知、卒業式・修了式中止に伴う手続きの周知と卒業生へのメッセージ集約等の

対応、３月に予定していた就活講座等の催しを中止した。また、日常の健康管理や感染予

防対策、症状が出た際の対応等についてチラシや掲示を用いて健康管理室から周知し、４

月以降の入学式、オリエンテーション・ガイタンス、授業等における対応についても、メ

【質問１】 
 令和元年度は、どの大
学も、年度末にはコロナ
危機に見舞われたので、
生活支援も通常の実施が
困難になったことは容易
に理解できるが、年度末
に至るまでの記述は、肯
定的（アンケート結果）
→否定的（意見箱）→中
間的（感染防止対策）と
展開し、全体としてどの
ようにとらえ、どのよう
に理解すればよいのか、
わかりにくい。 
令和元年度の(生活支

援)についての記述を、整
理していただきたい。 

【回答①】 
令和元年度の生活支援について、年度末まで

は、例年と同様に実施し、学生からも肯定的な意
見を得ていますので、それらが明確になるよう追
記し、学生生活に関する意見箱等の記述を一部
削除しました。また、年度末には新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴い、実施できなかった支援も
ありますので、その説明を末尾に追加し、以下の
とおり修正しました。（修正箇所は下線で示しま
す） 
「令和元年度の生活支援は、平成 30 年度と同様
に、学生が主体的に充実した学生生活を過ごせ
るよう環境を整えた。その結果、「大学生活に関
するアンケート」では、「本学の生活支援制度」及
び「学生生活全体」について、「満足している」「ほ
ぼ満足している」と回答した学生は、それぞれ
92.8％、93.9％（平成 30 年度 94.0％、92.8％）で
あり、「学内の施設・整備等」に関して、満足して
いる」「ほぼ満足している」と回答した学生は
85.4％（同74.9％）であった。また、各種健康相談
制度に関しても学生への周知を強化し、学校医
やカウンセラーとの連携やチューターへの情報
提供を行った結果、各種健康相談制度について
「満足している」「ほぼ満足している」と回答した学
生は 95.5％（同 93.7％）と、学生から肯定的な評
価を得ることができた。 

これらのアンケート結果は、自由記述を除き学

内ホームページにおいて学生に公表し、アンケ

ートに記載された学生の意見である学内 Wi-Fi
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る。 ールやホームページを用いて随時、情報提供を行った。 の範囲拡大など、学習環境の整備に関する要望

を取り入れ改善した。また、自治会員の学生と話

し合う機会を設け、学生生活についての要望を

聴取した。自治会運営の支援や大学祭に関する

協力についても、関連部署と連絡を取り対応し

た。 

例年と異なる生活支援として、新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴い、令和２年２月中旬から、学
部・大学院生への海外渡航に関する注意喚起及
び状況調査とともに、海外渡航者に対する 14 日
間の自宅待機の要請、学校保健安全法の第一種
感染症に指定されたことに伴う出校停止等の周
知、卒業式・修了式中止に伴う手続きの周知と卒
業生へのメッセージ集約等の対応を行った。さら
に、日常の健康管理や感染予防対策、症状が出
た際の対応等についてチラシや掲示を用いて健
康管理室から周知し、４月以降の入学式、オリエ
ンテーション・ガイタンス、授業等における対応に
ついても、メールやホームページを用いて随時、
情報提供を行った。このような中で、３月に予定し
ていた就活講座が中止となるなど、例年と同様に
実施できない支援もあったため、実施時期の変
更等について検討している。」 

学生の公益

的活動に関す

る意識を醸成

し、積極的な

参画につなが

るよう支援を

行う。 

令和元年度も学生のボランティア活動に関する意識を醸成するため、新入生オリエンテ

ーションと在学生ガイダンスの際に、卒業生によるボランティア体験に関する発表のビデ

オ上映や、学生によるボランティア参加体験の発表を行った。また、ボランティア募集情

報を、掲示やメール配信により発信し、学生への周知を図った。 

さらに、ボランティア活動支援委員会の公式ＬＩＮＥアカウントの運用を開始し、特にボ

ランティア活動に熱心な学生を中心に、情報発信・共有の充実を図った。 

公式ＬＩＮＥアカウントでは、済生会松阪総合病院で行われた「母親教室」と「両親教室」

や、「スポーツレクリエーションフェスティバルin県営松阪野球場」について広報し、即

時に応募が得られたが、「母親教室」の一部と「スポーツレクリエーションフェスティバ

ル」は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止となった。 

また、令和元年度においては、外部機関からの依頼に加えて、参加が推奨される情報をボ

ランティア活動支援委員会が探索・発信することとし、「みえ災害ボランティア支援セン

ター」からの台風19号による災害ボランティア募集情報を配信し、学生が４名参加した。

ボランティア活動支援委員会では、参加費や保険料、必要な装備についての支援も実施し、

学生からの報告をまとめて、学生、教職員に配信し、その現場や活動の状況などについて

【質問２】 
毎年、１０月の公立大学
協会学長会議に際して、
日程と場所を同じくして
全国公立大学学生大会
（学生の自称はtopos）が
行われ、学生のボランテ
イア活動についての活発
な交流が行われている。
昨年は、学長大会とは別
の時期である９月３～５
日に高知で開催され、公
立２９大学の学生が参加
し、看護系大学も５校が
参加した。菱沼学長もご
存知で、昨年のこの評価
委委員会でもご発言があ
った。本学は、学生に参

【回答②】 
全国公立大学学生大会は、学生のボランテイ

ア活動において重要な交流の場であるため、本
学でも毎年、学生の参加を積極的に推奨し、平成
30年度は教員を派遣しています。令和元年度に
ついても、高知県への交通費を本学で負担する
ことも含めて学生に周知し、参加を募りましたが、
希望者はありませんでした。 
その理由としては、例年と同様に10月に大会

が開催されると想定し、本学の臨地実習の時期を
調整するなど、学生が参加できるよう準備を進め
ていましたが、大会の開催時期が9月に変更とな
ったため、臨地実習の時期と重なり、参加するこ
とができませんでした。 
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共有を図った。 

令和元年度に、ボランティア活動に参加した学生は、延べ52名（平成30年度40名）で、

その活動報告会を11月7日（木）に開催し、約60名の参加者を得た。学生２名が「一身

田ナイトスクール」等への参加を報告するとともに、「スポーツレクリエーションフェス

ティバルin県営松阪野球場」の主催者による講演を実施し、ボランティア活動に対する

意識の醸成を図った。 

加を勧めておられるかど
いうかをうかがいたい。 

 事務局職員

の対応につい

て、高い評価

を維持できる

よう、窓口業

務など学生へ

の日々の対応

を適切に行

う。 

授業料減免

制度を周知

し、経済的理

由によって学

資の負担が困

難であり、か

つ学業優秀と

認められる者

について支援

を行う。 

「みかん大

進学支援給付

金」を適切に

運用する。 

高等教育無

償化に係る支

援措置の対象

となる大学の

要件（機関要

件）を満たす

「事務局職員の対応」について、大学生活に関するアンケートの結果では、「満足」「ほぼ

満足」と回答した学生は、95.2%（平成30年度93.5%）となり、目標値（同85.0%）を上

回った。 

経済的理由によって学資の負担が困難であり、かつ学業優秀と認められる者について、授

業料の減免を行った（前期16名、後期16名）。 

平成30年度に創設した「みかん大進学支援給付金」制度については、学生１名に対し支

援を行った。また、制度が適切に活用されるよう、オープンキャンパス＊におけるチラシ

の配布や相談ブースの設置など学生募集にあわせた広報を行った。 

国の高等教育無償化への対応としては、本学が機関要件の対象となったことに伴い、関連

する規程・要項の改正を行うなど、令和２年４月の運用開始に備えた準備を進めた。 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学授業料の免除等に関する規程〕 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学授業料減免及び徴収猶予要項〕 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学入学料の免除等に関する規程〕 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学入学料減免及び徴収猶予要項〕 
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よう適切に対

応する。 

21303 〈就職支援〉 

就職説明会

に２年生も多

く参加できる

よう調整す

る。また、県

内の医療機関

や保健機関等

について、ガ

イダンス・オ

リエンテーシ

ョン時に県外

出身者にも詳

細に情報提供

し、就職に関

する相談・支

援を積極的に

行う。 

看護師・保健師・助産師の就職相談担当教員を学生に周知し、気軽に相談できる環境を

整えた。また、教員間で学生の求職状況を共有することにより、県内就職率等を高めるた

めの相談・指導を行った。教員への個別就職相談件数は306件（平成30年度229件）と

増加した。 

５月の就職説明会では、保健師関係者も含め県内医療機関等29団体と連携し、学生に

も積極的に周知した結果、２～４年生の計174名（同109名）が参加した。終了後のアン

ケートにおいては、94.7％の学生が「参加して良かった」と回答した。 

就職説明会と同日に開催した「ようこそ先輩」には、看護師・保健師・助産師の卒業生

４名と、学内推薦入試＊により本学大学院に進学した卒業生１名を招いた。平成30年度

は６名しか参加していなかった２年生が、令和元年度は60名参加し、３年生79名、４年

生28名、計167名と昨年より大幅に増加した。終了後のアンケートでは、ほぼ全員が「参

加してよかった」と回答した。 

就活講座では、履歴書の書き方や面接・小論文対策など４年次に行っていた内容を含め、

３年生を対象に３月に開催する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い

中止した。対象の学生には、講座で用いる予定の資料を配布し、活用できるようにした。

保健師を希望する学生に対しては、公務員試験に向けたガイダンスの実施、願書の書き方

や面接・小論文対策などの支援を引き続き行い、10名が保健師として採用された。 

県内就職率は 58.2％（47.4％）と数値目標に到達したが、県内出身者の割合が多かっ

たこと（67％）が主な要因と考えられた。県内出身者の県外就職率が県外出身者の県内就

職率より高いことから、県内就職率を維持していくために積極的な支援が必要と考えられ

た。そのため、学生の就職活動を具体的に知り、ニードを明確にするため、令和２年２月

に調査を実施した。その結果を令和２年度以降活用する予定である。 

 
 

 
 

Ⅱ－２ 研究に関する取組  （１）研究水準及び研究の成果等に関する取組 

22101 〈研究活動の

方向性〉 

連携協力協定

病院をはじめ

とした医療機

関や行政機関

との連携を深

めて看護研究

連携協力協定病院からの人事交流で教員として受け入れた３名の看護師に対し、それぞれ

の専門分野に応じて担当教員を決め、個別に研究指導を行った。うち１名は、令和２年度

より本学大学院生として就学し、研究を継続していく予定である。人事交流終了後も医療

機関と連携し引き続き研究支援を行うことにより、平成29年度に人事交流で受け入れた

連携協力協定病院の看護師１名が、令和元年度より本学大学院に就学し、研究を継続して

いる。 

「看護研究の基本ステップ」については、平成28年度以降集合研修と遠隔配信講座を

隔年ごとに実施しており、令和元年度は遠隔配信講座を提供した。配信先は連携協力協定
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支援の充実を

図る。 

特に「看護

研究の基本ス

テップ」は、

遠隔地への支

援を行う。 

病院である県立総合医療センターと伊賀市立上野総合市民病院の２施設であり、それぞれ

の近隣施設を含め６施設の本学での集合研修への参加が困難な看護職者に受講の機会を

提供した。 

 

 全教員が科

学研究費補助

金その他の外

部資金の申請

及び獲得が円

滑にできるよ

う支援を行

う。また、「外

部資金助成情

報管理システ

ム」を適切に

運用し、教員

へ情報を届け

る。 

 外部研究資金申請率を100％にするため、積極的に科学研究費補助金及び民間の研究補

助金への応募を促した結果、申請率は100％となった。また、科学研究費補助金の応募書

類の作成に際して、事務局が内容のチェックを行い、記載ミス防止を徹底した。同時に科

学研究費補助金以外の外部研究資金については、教員が申請しやすいよう公募中の情報を

常に学内ホームページに一覧形式で掲載した。外部研究資金の情報は、随時教員にメール

で周知するほか、「外部資金助成情報管理システム（平成28年度構築）」を積極的に活

用し、周知に努めた。 

 

【外部研究資金の応募申請状況】 

①科学研究費補助金等外部研究資金申請対象者、申請率 27名：100％ 

 ※申請時点での退職予定者、年度途中採用者等を除く 

②科学研究費補助金申請者 新規25名（うち申請対象者24名）、継続16名 

③科学研究費補助金以外の外部資金申請者４名（７件）（うち申請対象者３名４件） 

 ※科研費24名（②）と、科研費以外の外部資金３名（③）をあわせて27名（①、100%） 

 

  

22102 〈研究成果の

公表と還元〉 

各教員の主な

研究活動や現

在の研究課題

等について、

ホームページ

等を活用して

情報発信を行

う。また、紀

要の電子化を

推進する。 

教員の研究活動等を公表するため、大学ホームページに教員の主たる研究業績、現在の

研究課題等を掲載し、情報発信を行った。また、本学教員の研究成果の発表の機会である

紀要については、機関リポジトリに掲載し、情報発信に努めた。 

さらに、発行までの期間短縮やコスト削減を図るために電子化を図るとともに、保存用

として紙媒体でも作成した。 
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 公開講座や

出前講座等あ

らゆる機会を

活用して、本

学教員の研究

活動の成果を

地域や県民に

還元する。地

域交流センタ

ーの活動をホ

ームページや

機関リポジト

リで公表す

る。 

教員の研究活動の成果を地域や県民に還元するため、各地域へ出向く出前講座を72件

（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため２件中止）開催し、延べ2,528名参加、満足

度平均98.4％（平成30年度78件、延べ2,673名参加、満足度平均97％）であった。そ

の他の講師派遣を29件（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため１件中止）実施し、

延べ749名参加（同25件、延べ605名）の参加があった。 

なお、教員が提案したテーマによる出前講座と、地域や県民からのリクエストによるそ

の他の講師派遣の特性の明確化と差別化を図るため、令和２年度より出前講座を「みかん

大出前講座」、その他の講師派遣を「みかん大リクエスト講座」に改称することとし、ホ

ームページ等で情報提供を行った。また、活動状況については、地域交流センター活動報

告会でのポスター発表16題・特別展示２題により紹介するとともに、平成30年度に策定

した地域交流センターホームページ掲載方針と方法に則り、各種事業の事前周知や実施報

告などを募り、88件（同48件）の記事を掲載するとともに、地域交流センター年報を機

関リポジトリで公表した。 

 

  

22103 〈知的財産の

活用〉 

知的財産に

ついては、職

務発明規程に

基づき適切に

管理する。「産

学連携知的財

産アドバイザ

ー」を積極的

に活用するこ

とにより、教

員の研究活動

からの新たな

発明案件の創

出や、知的財

産に係る知識

やノウハウの

蓄積などを進

める。 

 独立行政法人工業所有権情報・研修館から派遣された産学連携知的財産アドバイザーか

ら、以下の支援を受けつつ、本学の知的財産に係る体制の強化に努めた。 

①意匠、商標など知的財産をテーマにした教職員対象の研修会の開催（計２回） 

②学内のシーズ発掘等を目的とした若手教員を中心にしたブレインストーミングを毎月

開催 

③公立大学法人三重県立看護大学特許権に係る権利承継等の判断に係る指針」（発明の評

価基準）の改正（発明の評価基準の明確化） 

④知的財産の取扱いを審議する知的財産委員会の運営 

⑤教員からの知的財産に係る相談の実施 

⑥県、県産業支援センター等、関係機関との連携強化 

 本学教員が教育・研究現場から生まれた着想をもとに、平成27年度に特許出願した「心

肺蘇生用足趾支持台」は、令和元年12月27日に特許権を取得し、本学第１号の特許案件

となった。また、平成31年２月に特許出願した「四肢洗浄用容器」は、実用化に向けた

試作品製造や販路開拓について協力者の確保に努めた。 

さらに、令和２年１月に発明等届出書の提出のあった案件については、本学の知的財産委

員会での審議の結果、権利承認され特許出願することとなった。 

                           （関連項目 23102、43102） 

 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学特許権に係る権利承継等の判断に係る指針〕 
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Ⅱ－２ 研究に関する取組  （２）研究実施体制等の整備に関する取組  ①研究実施体制の整備 

22201 〈研究活動へ

の支援〉 

大学全体や

教員各自の研

究を推進する

ため、研究に

関する研修会

を開催する。

学長特別研究

費の新たな支

援制度につい

て検討する。 

若手教員からの要望をふまえ、平成30年度から学長特別研究費成果報告会の開催時期

を９月に変更したところ、全ての対象者から「研究時間に余裕が生じ、深く研究すること

ができるようになった」というポジティブな評価がなされている。また、令和元年度学長

特別研究費については、学内から７件の応募があり、５件2,372千円を配分した。さらに、

大学全体や教員個々の研究活動を推進するため、教員の論文投稿に係る現状を把握し、令

和２年度から学長特別研究費の新たな補助対象として、原著論文の投稿費用を加えた。 

また、令和元年９月６日には、研究支援委員会、大学院研究科教学小委員会、ＦＤ＊委

員会の共同企画として、本学研究倫理審査会委員長を講師に招き、研究倫理審査に関する

研修会を開催した。倫理審査は、人を研究対象として扱う領域では必須であり、多くの教

職員、大学院生が参加し、質疑応答も活発で盛会であった。参加者は53名（教授14名、

准教授７名、講師６名、助手・助教17名、職員３名、大学院生６名）であった。参加者

の評価は、「有意義であった」「役立つ」がそれぞれ62.5％と好評であった。 

 

 

 

 

教員活動評

価・支援制度

の運用によ

り、教員の研

究活動や能力

向上を支援す

るため、長期

研修又は大学

院への進学機

会の付与、研

究費の追加配

分を行う。 

研究活動の支援を行うため、教員活動評価・支援制度の仕組みを活用して、直近３年間

の「教育」、「研究」、「大学経営」、「地域貢献」の４分野での評価結果に基づいて、研究費

200 万円を９名に配分した。また、平成 30 年度に大学院博士課程への進学機会が付与さ

れた３名の教員に対し、履修支援を行った。 

  

22202 〈研究活動の

評価と改善〉 

教員の活動

評価・支援制

度の運用によ

り、教員各自

の研究活動に

関する点検・

評価を行う。 

教員活動評価・支援制度に基づき、各教員が研究活動に関する自己点検・評価を行い、

学長及び上位教員が各教員の評価を行った。 

 年度初めに対象者である全教員が「教員活動計画表」を作成し、これを用いて学長等と

面談に臨み、研究活動について学長等が指導・助言を行った。年度末には、各教員が実績

（論文の執筆本数、学会発表件数、外部資金獲得実績など）について自己評価を行い、「教

員活動計画表」を用いた面談等を通じて学長等が評価を行った。 

 教員満足度アンケートの「研究を進めていく上での環境についての満足度」の項目は

0.16点上昇し、2.46点となった。 

                  （関連項目 32101） 
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Ⅱ－２ 研究に関する取組  （２）研究実施体制等の整備に関する取組  ②研究倫理を堅持する体制の整備 

22301 〈研究倫理を

堅持する体

制〉 

研究倫理審査

会を定期的に

開催し、研究

倫理を徹底す

るとともに、

必要に応じ運

用や規程・要

領を見直すな

ど、継続的な

改善を行う。 

学部生の卒業

研究に係る倫

理審査につい

ては、教育的

支援と審査の

迅速化に向け

て運用をさら

に検討する。 

運用の見直し

を進めるにあ

たっての情報

収集と、審査

会の資質向上

を図るため、

外部研修に委

員等を派遣す

る。 

研究倫理に関

する教職員へ

の情報提供・

研究倫理審査会を毎月開催し、令和元年度は18件の研究倫理審査を実施した。 

一方、学部生の卒業研究に関する倫理審査は34件であった。 

卒業研究の倫理審査については、研究期間が限られていることに加え、特定の期間（７月

～９月）に審査受審請求が集中することなどへの対応として、本学の倫理審査基準を維持

しながら、定例の研究倫理審査会とは別に審査を実施することで、迅速に審査する体制を

整えている。 

平成30年度の審査体制に関して審査担当時期による審査件数の偏りなどが指摘された

ため、審査員の負担等の軽減を図る取組として、審査担当時期を交互に割り当てる方法か

ら一定の件数（５件）で審査グループを交替する方法に変更して実施した。また、申請書

類のＰＤＦ化、書面回議の廃止とイントラネット上の共有フォルダからの申請書類の閲覧

や通知書の作成等により、審査の効率化を図った。 

本年度の審査手続きに関する点検評価として、事務処理手続きの効率化の一方で、申請

書類の質を向上させることも重要であるとの認識を得た。確実な審査実施を維持しなが

ら、申請書類の質向上などに向けて継続的な取組が必要である。 

審査会の資質向上に向けた取組として、令和元年９月３日に開催された第２回ＪＳＰＳ研

究倫理セミナーに委員１名を派遣し、各研究者の研究倫理意識の向上に向けた研修のあり

方などについて情報収集に努めた。学内に対しては、本学の研究倫理意識の向上、研究倫

理審査手続き周知の一環として、研究・教育コロキウム＊の機会に研究倫理の動向及び本

学の研究倫理審査手続きについて話題提供した（９月６日、３月17日）。 

さらに、審査手続きが明確になるよう現行の申請書類の見直しを開始した。 
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資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見交換の機

会の工夫な

ど、学内研究

者・審査者双

方の研究倫理

にかかる資質

向上のための

仕組みの構築

をめざす。 

 「研究費等執

行マニュア

ル」の周知徹

底を行うとと

もに、研究不

正行為等の防

止にかかる研

修を実施し、

不正行為等の

防止について

の教職員の意

識向上を図

る。 

 

 

 

年度当初の全教職員が出席する会議において、「研究費等執行マニュアル」の令和元年

度からの改正点を中心に周知した。 

令和元年９月に開催した「研究活動における不正行為の防止等に係る研修会」では、研

修対象の教職員（研究に関与する者）の予定に合わせたことにより、全教職員の参加につ

ながった。研修内容は、文部科学省が公表している研究不正事案について、内容、発生し

た背景及研究機関が講じた改善策等とした。また、本研修会において、令和元年度から本

学に赴任した教員に対して、日本学術振興会が運営する「研究倫理eラーニングコース」

の受講を促し、不正防止に係る意識の向上に取り組んだ。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

Ⅱ－３ 地域貢献等に関する取組  （１）地域貢献に関する取組 

23101 〈地域貢献

機能の充実〉 

県内の保

健・医療・福

祉の向上に

貢献できる

よう地域と

連携して行

う事業を積

極的に推進

する。また、

認定看護師

教育課程「認

知症看護」の

３年目開講

や県からの

受託事業を

実施する。 

 基礎講座である「看護研究の基本ステップ」については、連携協力協定病

院等２施設の協力を得て遠隔配信講座を提供し、６施設から延べ258 名が受

講したが、前回配信時の受講者数（平成29年度449名）を下回った。配信先

が前回の３か所から２か所に減じた影響があるものの、受講者確保に向け、

講義内容の理解度や満足度をふまえ、令和２年度には、より初学者向けの講

座としてリニューアルし、「看護研究ＳＥＥＤ」に改称し提供することとし

ている。 

ステップアップ講座である「ハウツー看護研究」については、インタビュー

コース４施設８名、アンケートコース５施設13名、実験・計測コース２施設

４名の参加があり、受講者総数は25名（平成30年度受講者総数25名）であ

った。研修全般への満足度は86.4％（平成30年度91％）であったが、「時

間をかけて学びたい」との意見もあり、令和２年度は各コースを６コマ12時

間から７コマ14時間に変更することとした。 

「施設単位看護研究支援」の利用は、10施設（うち２施設は２支援利用）

12件（同８施設10件）であり、教員12名を派遣した。「看護研究発表会支

援」の利用は１件（同２件）に留まったため、「施設単位看護研究支援」と

併せて利用できるよう申込方法等を工夫することとした。 

 「認定看護師教育課程（認知症看護）」の２期生全員（30名。うち県内17

名）が認定看護師の認定審査に合格し、県内の「認知症看護」認定看護師数

は41名（同24名）となった。令和２年２月には、３期生28名（県内11名、

県外17名）が修了した（退学者２名）。令和２年度（４期生）入試を実施し、

30名の入学が決定した。また、１・２期生を対象に認定看護師フォローアッ

プ研修を実施し、最新の知見や先駆的な認定看護師の活動を共有する機会を

提供した。１期生27名、２期生27名が参加（県内30名、県外24名）し、

100％の受講者が研修内容について「とてもよかった」「よかった」と回答し

た。 

三重県からの受託事業を以下のとおり実施し、参加者からは概ね好評であ

った。 

①病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修（半日３回）： 128名（平

成30 年度 165 名）が参加し、95.9％（同96.1％）の受講者が「とてもよか

った」「よかった」と回答した。１回目は本学、２回目は紀南病院、３回目

Ⅳ 【質問１】 
「看護研究
の基本ステ
ップ」 
なぜ前回を
大きく下回
ったのか？ 
大学は、「配
信先が前回
の３ケ所か
ら２ケ所に
減じた影響
がある」とし
ておられる
が、全体とし
てどのよう
に評価され
ているか？ 
 
 
 
【質問２】 
「看護研究
の基本ステ
ップ」、「ハ
ウツー看護
研究」、「施
設単位看護
研究支援」 
県 内 の 保
健・医療・福
祉の向上に
貢献できる
よう地域と
連携して行
う事業を積
極的に推進

【回答①】 

「看護研究の基本ステップ」の配信先のうち紀南病院より、前回（平

成29年度）の受講者が多く（のべ135名、実人数は紀南病院14名、

尾鷲総合病院９名）、今回は受講希望者がいないため、遠隔配信によ

る受講を見合わせたいとの意向が示され、配信先が２カ所となりまし

た。紀南病院からは集合研修（平成30年度２名、平成28年度３名）

への参加も継続的になされており、次期（令和３年度）の遠隔配信へ

のニーズは高まるものと考えております。 

 他２カ所の配信先の受講者実人数は38名（平成29年度30名）と増

加傾向にありますが、講義内容により受講者数に多寡があるため、令

和２年度は初学者向けに新規テーマ「看護研究における倫理的配慮」、

「研究デザインのタイプと選択」、「量的研究（実験・計測）」を加

えるとともに、単回受講コースを設け、より受講しやすくなるよう配

慮しました。 

※左記、令和元年度の実施状況等で、「ハウツー看護研究」について、

インタビューコース４施設８名、アンケートコース５施設12名、実

験・計測コース２施設４名の参加があり、受講者総数は24名とあるの

を、アンケートコース５施設13名、受講者総数は25名に訂正をお願

いしたい。 

 

【回答②】 

「看護研究の基本ステップ」については、回答①にお示ししました。

「ハウツー看護研究」については、無料で試行的に開設した平成29

年度は27名（インタビューコース９施設11名、アンケートコース９

施設13名、実験・計測コース３施設３名）、本格始動し有料（5,400

円税込み）となった平成30年度は25名（インタビューコース６施設

10名、アンケートコース７施設11名、実験・計測コース４施設４名）

であり、令和元年度（4,945円＋消費税）については平成30年度の実

績を維持できたものと考えております。 

「施設単位看護研究支援」については、過去５年間の推移をみると、

令和元年度10施設12件、平成30年度８施設10件、平成29年度６施

設８件、平成28年度５施設６件、平成27年度３施設４件であり、順

調に件数を増やしていると評価しております。 

なお、「看護研究発表会支援」は、令和元年度１施設1件、平成30

年度２施設２件、平成29年度４施設５件、平成28年度３施設４件、
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

はヨナハ総合病院と連携して開催し、県内遠隔地の医療従事者の要望に対応

できた。 

②看護職員認知症対応力向上研修（３日間１回）： 県内24医療施設から43

名（同第１回22 名、第２回32 名）が参加し、100％（同98.0％）の受講者

が「とてもよかった」「よかった」と回答した。 

③助産師（中堅者）研修事業（３日間）： 延べ 25 名が参加し、94.4％（同

100％）の受講者が研修内容について「期待どおり」「まあまあ期待どおり」

と回答した。 

④新人助産師合同研修事業（４日間）」： 32名が参加し、96.0％（同100％）

の受講者が研修内容について「よい」「まあまあよい」と回答した。 

また、教員提案事業の「みえ保健・看護力向上支援事業」は、看護職者の

実践力向上を支援するものであり、５件（同７件）実施され、延べ600名（同

延べ164名）の参加を得た。 

する、という
取組の実績
は、いずれも
前年度より
低調である。 
他方、認定

看護師教育
課程「認知症
看護」の県か
らの受託事
業、また三重
県からの受
託事業 4 つ
は、いずれも
成果が上が
っている。 
 この現状
を大学はど
のように評
価しておら
れるのか？ 

平成27年度２施設３件と減少傾向を否めません。各医療施設において

看護研究発表会での講評・助言などの役割を担えるスタッフが育成さ

れつつあることも想定されますが、令和２年度は「施設単位看護研究

支援」と「看護研究発表会支援」を併せて利用できるようにしており、

今後の利用状況を把握し評価することとしております。 

認定看護師教育課程「認知症看護」は令和２年度で終了となります。

新型コロナウイルス感染拡大の影響で令和元年度研修生（３期生）の

認定審査が11月に延期となりましたが、認定審査に向けたフォロー、

１～３期生の認定看護師フォローアップ研修による継続支援を行う予

定です。４件の県受託事業についても、令和元年度の評価をふまえ、

引き続き参加者のニーズに応えられるよう、工夫していきたいと考え

ております。 

 

23102 〈多様な主

体との連携

による地域

貢献の推進〉 

地域の課題

解決や政策

立案等に寄

与するため、

教員の専門

性を活かし、

審議会等に

協力する。ま

た、公開講座

の開催や行

政機関から

の受託事業

 教員が専門性を活かし、県関係で22件（平成30年度23件）、市町関係で

7件（同５件）の各種委員会、審議会、協議会等委員として協力し、県内の

保健・医療・福祉の課題解決や行政機関の政策立案等に寄与した。また、県

内開催の各種学会で３件の役員（理事、監事、委員等）として学会運営に協

力し、看護職者の育成・研究活動支援に携わった。 

 本学で実施した３回の公開講座は、三重県、三重県教育委員会（第２回・

第３回）、公益社団法人三重県看護協会、津市、津市教育委員会の後援を受

けるとともに、第１回は東海体育学会、第２回はみえ女性スポーツ指導者の

会（公益財団法人三重県体育協会）、第３回はＮＨＫ津放送局及び社会福祉

法人ＮＨＫ厚生文化事業団中部支局との共催で実施した。また、本学以外で

教員が出向いて実施した公開講座の共催は14件（新型コロナウイルス感染症

拡大防止のため１件中止）（同４件）であった。 

県内看護管理者との意見交換会を年１回開催し、行政からの情報提供、学

長講話、本学からの話題提供を行うとともに、参加者同士の意見交換の機会

とした。36名（北勢11名、中勢15名、南勢８名、東紀州２名）（同35名）

が参加し、90.9％の看護管理者が意見交換について「とてもよかった」「よ

Ⅳ   
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

の実施等、教

員それぞれ

の専門分野

を活かした

地域貢献を

推進する。 

認定看護師

教育課程「認

知症看護」に

ついては、

「教育訓練

支援給付金」

制度の適切

な運用を行

うことによ

り、研修生が

受講しやす

い環境を整

備する。 

「産学連携

知的財産ア

ドバイザー

の派遣」を活

用し、知的財

産情報の高

度活用によ

る権利化等

の推進に努

める。 

かった」と回答した。また、県からの受託事業４件を実施し、教員等それぞ

れの専門性を活かしながら、病院勤務の医療従事者の認知症対応力向上、助

産師の実践能力向上に資することができた。 

認定看護師教育課程「認知症看護」は、平成29年度に文部科学省の「職業

実践力育成プログラム（ＢＰ）」として認定されたことを受け、平成30年

10月に厚生労働大臣から「専門実践教育訓練対象講座」の指定を受けた。こ

れにより令和元年度から本講座に係る授業料等について厚生労働省の「教育

訓練支援給付金」を受けることが可能となり、３期生７名が本制度を活用し

た。 

 医療機関との関係強化を図るために、県内の主な医療機関11施設と連携協

力協定を締結している。伊賀地域とのさらなる連携強化をめざし、令和２年

３月に伊賀市立上野総合市民病院との間で12施設目となる連携協力協定を

締結する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、令和２年

度に調印式を延期することとした。医療機関との連携協力協定に留まらず、

今後さらに、地域包括ケア＊に資する看護職者の教育に貢献するため、本学

と市町との連携協力協定締結をめざすこととし、三重県市町保健師協議会統

括保健師等会議において趣旨説明の機会を得た。その後、四日市市（令和２

年度訪問予定）を除く28市町を訪問し、協定において想定される取組や方向

性について意見交換を行った。 

 産学連携知的財産アドバイザー派遣事業を活用し、「心肺蘇生用足趾支持

台」が特許権取得に至った。県ライフイノベーション課、公益財団法人三重

県産業支援センター、県内企業と連携しつつ、本特許の事業化・販路開拓に

向けた取組を進めている。 

なお、教員提案事業「医療施設に広げよう看工連携による特許の輪！」の活

動の一環として、産学連携知的財産アドバイザーと本学教員が県内６施設に

訪問し、看護部とのブレインストーミングを行い、臨床現場でのシーズ発掘

に取り組んでいる。 

（関連項目 22103、43102） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【質問１】 

三重県市町

村保健師協

議会統括保

健師等会議

での説明、四

日市市を除

く 28 市町訪

問での取組

についての

意見交換で、

具体的には

どのような

課題が明ら

かになり、ど

のような成

果が上がっ

たのか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答①】 

28市町への訪問をとおして、保健師の日々の活動成果を研究的にま

とめていくことが課題であり、データ分析・解析手法、報告書作成・

学会発表など研究活動の支援を大学に期待していることがわかりまし

た。各種事業計画策定、事業の振り返り・評価への実践的なアドバイ

スや有識者（外部委員）としての事業参画へのニーズも明らかとなり

ました。 

令和２年度には、新たに県より「母子保健体制構築アドバイザー事

業」を受託し、地域課題の分析・事業評価、支援体制の整備、支援ネ

ットワーク強化に向けて、地域の実情に応じた体制づくりを支援して

いくこととなりました。小児看護学教授、公衆衛生看護学准教授が個

別支援型アドバイザー、地域連携特任教授が広域支援型アドバイザー

を担っており、専門的な視点から助言を行っていく予定です。 

特に小規模市町では、慢性的な保健師不足から就職希望者の情報提

供・ネットワークづくりへの期待、若手保健師、育休・時短復帰後の

保健師、看護師経験後入職した保健師の現任教育など、人材確保・育

成支援が課題であることがわかりました。そこで、令和２年度の新規

教員提案事業として、地域連携特任教授が責任者となり、公衆衛生看

護学教員とともに、「新任期保健師の災害時における公衆衛生看護活

動支援事業」を立ち上げ、若手保健師の公衆衛生看護実践能力の向上

をめざしています。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

23103 〈地域住民

等との交流

の推進〉 

県民に看護

や医療、健康

等に関心を

持ってもら

うため、教員

各自の専門

分野を活か

した出前講

座やその他

の講師派遣、

教員提案事

業を行う。 

本学主催の

公開講座を

３回実施す

る。三重県や

各団体が実

施する県民

の健康等に

関するイベ

ントに協

力・参加す

る。 

教員各自の専門分野を活かし、各地域に出向く出前講座を72件（新型コロ

ナウイルス感染症拡大防止のため２件中止）、そのうち本学共催の公開講座

講師派遣を14件（新型コロナウイルス感染拡大のため１件中止）実施し、延

べ2,528名の県民が参加した。参加者の満足度は、平均98.4％（平成30年

度平均97％）と高く、依頼者のニーズに応えるとともに、教員各自の研究教

育等の成果を地域や県民に還元することができた。 

なお、講師派遣のテーマは最大２件までとし、テーマごとの受け入れ可能件

数を１～５件、上限を５件とすることにより、教員各自が業務とのバランス

を図れるよう配慮した。 

また、本学主催で公開講座を以下のとおり３回開催し、延べ810名（同延べ

1,023名）の参加を得た。参加者の満足度は平均99.0％（同平均98.3％）で

あった。 

① 第１回 令和元年6月29日（土） 

「スポーツにケガはつきものか―『見える化』活動の成果報告―」 

講師：内田 良氏（名古屋大学大学院教育発達科学研究科 准教授） 参加者

数：205名 

② 第２回 令和元年10月25日（土） 

「夢に向かって―最初の一歩に勇気を パラリンピックへの道―」 

講師：佐藤圭太氏（トヨタ自動車所属陸上競技選手） 参加者：233名 

③ 第３回 令和２年1月11（土）「認知症ポジティブ！笑顔の暮らしのコ

ツ」 

講師：山口晴保氏（群馬大学名誉教授、認知症介護研究・研修東京センター 

センター長）  

参加者：382名 

地域住民等との交流を推進する教員提案事業を20件（同17件）実施し、

1,440名（延べ754名）の参加が得られ、いずれも概ね好評であった。 

三重県男女共同参画センターが主催する「フレンテまつり2019」に参画し、

約140名（同約150名）の健康チェックや健康相談を実施するとともに、三

重県生涯学習センター主催の公開講座アカデミックセミナー2019（参加者数

160名）、移動講座（南牟婁郡紀宝町、参加者数48名）に本学教員が講師と

して参画し、県民の健康状態の把握や健康意識の向上に寄与した。 
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【質問１】 

公開講座

の参加者に

ついて、なぜ

大幅な減少

があったの

か？ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【回答①】 

公開講座参加者の５年間の推移をみると、令和元年度810名、平成

30年度1,023名、平成29年度1,166名、平成28年度903名、平成27

年度1,127名となっています。例年、３回のうち２回は高齢化と健康、

認知症などにまつわるテーマとしており、中高年の参加者が半数以上

を占め、ほぼ１回300名を超える状況が続いてきました。令和元年度

は「東京オリンピック2020」の開催が迫っていたことから、第１回、

第２回をスポーツにまつわるテーマとし、第３回のみ認知症にまつわ

るテーマとしたところ、参加者の年代をみると、第１回は50代19名

（12.7％）、60代９名（6.0％）、70代10名（6.7％）、第２回は50

代22名（13.5％）、60代15名（9.2％）、70代20名（12.3％）、第

３回が50代53名（16.5％）、60代57名（17.7％）、70代88名（27.3％）

という結果となりました。令和元年度については、テーマが従来の本

学の公開講座参加者（特に中高年）の関心には合致していなかったも

のと考えています。しかしながら、参加者の満足度は第１回 100％、

第２回98.8％、第３回98.3％と高く、県民のヘルスリテラシー向上に

資することができたと考えています。 

なお、教員提案事業のうち県民を対象とした「他機関との連携によ

る県民の健康増進事業」への参加者の推移を見ると、令和元年度 917

名、平成30年度190名、平成29年度380名、平成28年度132名、平

成27年度12名となっています。不特定多数の県民を集める講師招聘

型の公開講座はテーマにより参加者数の変動が生じることを否めませ

んが、教員提案事業などの活動もとおして、県民のニーズに応えてい

きたいと考えております。 

 

23104 〈卒業生へ

の継続的教

 「卒業生支援プロジェクト」では、同窓会と協力し、夢緑祭に合わせて「同

窓会第３回交流講演会」を開催した(令和元年６月８日)。卒業生４名を講師
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

育〉 

卒業生支

援事業とし

て「卒業生支

援プロジェ

クト」及び

「卒業生の

きずなプロ

ジェクト」を

開催する。ま

た、卒業生に

本学の大学

院進学や認

定看護師教

育課程の紹

介を継続し

て行ってい

く。 

に招き、「私の働き方改革」をテーマに、キャリア形成やワークライフバラ

ンスに悩む卒業生に向けて、自分らしい働き方を考える機会を提供した。ま

た、「卒業生と話そう！何でも相談コーナー」を設け、在学生を対象とした

就職等の相談に対応した。 

同窓会との意見交換会（年２回）、事業実施者による意見交換会（年２回）

を開催し、令和２年度に本学で開催される公開講座では、託児サービスを提

供し、子育て世代の公開講座・同窓生交流会への参加拡大につなげることや、

同窓会役員等の大学行事への参加を提案した。 

 「卒業生のきずなプロジェクト」では、卒業生の離職防止を図るため、卒

業生同士が、仕事上の悩みなどを相談、共有できる機会として茶話会を企画

した。卒業後１年目の者には夢緑祭当日と３月、２年目の者には１年目の者

と合同で３月の開催をめざしたが、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、

３月の開催は中止した。第１回茶話会には39名（うち教員13名）が参加し、

96％が満足する結果を得た。また、大学院進学について、それぞれのプロジ

ェクトのイベント開催日に募集案内を配布し、情報提供を行った。認定看護

師教育課程については、入学説明会の開催に関する情報を、県内医療機関へ

のチラシ配布、ホームページ、ラジオ等により提供した。 

Ⅱ－３ 地域貢献等に関する取組  （２）国際交流に関する取組 

23201 〈国際交流

の推進〉 

国際交流協

定を締結

している

マヒドン

大学及び

グラスゴ

ー大学と

の交流を

促進する。

また、マヒ

ドン大学

国際看護実習Ⅱでは、令和元年９月23日から10月５日まで２名の本学学

生がグラスゴー大学における研修に参加し交流を深めたが、マヒドン大学で

の実施を予定していた国際看護実習Ⅰは、新型コロナウイルス感染症の拡大

に伴い中止した。 

平成30年度国際看護実習Ⅰ及び令和元年度国際看護実習Ⅱの報告会を、それ

ぞれ６月６日と11月５日に開催し、延べ115名の学生・教職員が参加した。 

 グラスゴー大学より、令和２年度で終了する国際交流協定再締結の要請を

受け、協定内容等について検討を開始した。 

 令和元年６月３日から６月15日まで、国際交流協定を締結しているタイ王

国のマヒドン大学の学生３名と、英国スコットランドのグラスゴー大学の学

生２名を受け入れ、本学及び県内の医療機関等において研修を行うとともに、

本学学生や教職員、マヒドン大生及びグラスゴー大生との交流を深めた。本

学における短期研修は両大学学生から好評を得た。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

からの教

員を招聘

する。その

他、国際交

流の可能

性につい

て検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

教員活動

評価・支援制

度や他の制

度を活用し

て、教員の海

外研修を積

極的に支援

する。 

平成30年度より在学生や卒業生を対象に、研修生のホームステイ先を募集

しており、令和元年度は在学生と卒業生の２家庭がホストファミリーを引き

受け、大学外においても研修生と本学学生との交流を深めることができた。

また、本学学生７名が、ボランティアとして応募し、学内の案内や研修受け

入れ施設への引率補助などを行った。令和元年度は、両大学からの研修生の

歓迎会に延べ約 25名の学生・教職員が参加した。 

 令和元年度はマヒドン大学医学部看護学科長及び国際交流担当教員を本学

に招聘し、７月12日に教員交流会、７月13日に特別講演会を開催した。教

員交流会ではマヒドン大学における看護教育の発表後、タイ・日本の看護教

育についての意見交換が行われた。特別講演会には、学外参加者９名を含む

36 名が出席し、アンケートでは、講演を「とてもよかった」「よかった」と

29名の回答者全員が評価した。また、タイの小児看護の現状やＨＩＶの研究

について学べた貴重な機会であったとの感想が聞かれた。 

大学の経営等に貢献した者に与える研修制度を活用して、教授１名がアメ

リカ・ハワイ州での研修（54日間）を実施した。また、県が実施している「三

重県の看護職員等の海外派遣研修」（イギリス：ロイヤルフリーホスピタル）

に本学の助教１名が参加し、イギリスにおける高齢者看護、認知症分野を中

心とした地域包括ケア＊などの取組を学んだ。帰国後、県庁で研修成果を報

告した。 

 海外で開催された学会への参加者など海外研修者３人中３人が、教員活動

評価・支援制度の結果、研究費の追加配分を受けた者であった。 

 また、三重県が実施している「三重県の看護職員等の海外派遣研修」を活

用して、本学大学院生１名がイギリスのロイヤルフリーホスピタルでの研修

に参加し、イギリスにおける地域包括ケア、認知症ケアなどの取組を学んだ。

本研修には４年連続して参加している。本研修の参加者は、県庁で開催され

た研修報告会や認知症看護認定看護師フォローアップ研修会において、研修

の成果を発表した。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

Ⅲ－１ 組織運営の改善に関する取組 

31101 〈効率的で

機動的な組

織運営体制

の維持〉 

学外の有識

者が参加す

る理事会、経

営審議会、教

育研究審議

会において

十分な審議

を行う。ま

た、理事長が

リーダーシ

ップを発揮

し迅速な意

思決定や機

動的な運営

が行えるよ

う副理事長

及び理事が

補佐する。 

さらに、変

更した法人

の業務方法

書に基づき

制定した関

連規程・方針

に沿って適

切に内部統

制体制を運

理事会、経営審議会は、それぞれ５回、教育研究審議会は９回開催し、大

学経営、教育研究、地域貢献などについて、審議及び意見交換を行った。ま

た、これらの会議の概要を教授会においても説明し、必要な情報の共有を図

ることにより、全教職員が一丸となった法人及び大学運営に努めた。また、

理事長がリーダーシップを発揮できるよう、学内理事が本学の課題や方針等

を確認・共有する「ランチョンミーティング」を定期的に開催した。 

さらに、令和元年11月から、学長が本学に対する思い等をメールで全教職

員等へ配信している。 

 理事長の補佐機関として、学内理事と事務局副局長等で構成される企画運

営会議を毎月開催し、迅速な意思決定や調整を行った。加えて、企画運営会

議と構成員を同じくする自己点検評価委員会が、法人や大学運営に関しての

継続的改善を促す役割を果たすことで理事長のリーダーシップの発揮を支援

することにつながった。 

 平成31年４月１日に施行された内部統制等に係る規程に基づき、内部統制

委員会、リスク管理委員会及び情報セキュリティ委員会を開催した。 

【参考】令和元年度の理事会等の審議事項件数及び主な審議内容（前年度件

数） 

 ・理事会：審議事項15件（21件） 

 ・経営審議会：審議事項12件（14件） 

 ・教育研究審議会：審議事項25件（19件） 

 〔主な審議内容〕 

  ・平成30年度業務実績報告、令和２年度計画 

  ・平成30年度決算 

 ・令和元年度補正予算、令和２年度当初予算 
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【質問１】 

具体的には、

内部統制委

員会、リスク

管理委員会

及び情報セ

キュリテイ

委員会の開

催は何を議

題として行

われたの

か？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答①】 

（内部統制委員会） 

・内部統制システムの整備・運用状況の報告義務や報告方法等について

審議するとともに、運用状況を共有しました。 

（リスク管理委員会） 

・総合防災訓練の実施や新型コロナウイルス感染拡大防止のための本学

の対応等について審議しました。 

（情報セキュリティ委員会） 

・情報セキュリティ対策基準の一部改正についての審議を行いました。ま

た、無線ＬＡＮネットワークの利用にあたっての遵守事項について審議し

ました。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

用する。 

31102 〈戦略的な

法人運営の

確立〉 

文部科学省

や一般社団

法人公立大

学協会が主

催する会議

等に積極的

に参加し、国

や他大学の

動向等の情

報を注意深

く収集する

とともに、地

域や設置団

体との情報

交換に努め

ることなど

により関係

性を強化し、

法人運営に

活用する。 

公立大学

協会看護・保

健医療部会

を本学で開

催する。 

 本学の法人運営等に活用するため、文部科学省や一般社団法人公立大学協

会等が主催する会議等に役職員が参加し、国が進める高等教育機関制度改革

の動向や他大学の戦略的な取組等について情報収集し、教授会や企画運営会

議等の場で情報共有した。 

 学長が公立大学協会の監事に就任するとともに、全国の看護・保健医療学

部等の責任者で構成される「公立大学協会看護・保健医療部会」の部会長校

として、令和元年８月に同部会の総会及び講演会等を本学にて開催し、加入

校に共通する課題の研究・開発等の推進に寄与した。同部会には、全国から

60 名超の看護学部等の代表者及び文部科学省の看護教育専門官等が出席し

た。 

 令和元年 10 月には、県内医療機関等の看護管理者（36 名）や県の医療政

策等の責任者が参加する「看護管理者意見交換会」を開催し、学長等との意

見交換や、病院、行政、大学それぞれの立場から、県内における医療や看護

を取り巻く状況、多文化共生社会における看護などについて、活発な意見交

換等が行われた。 

 県内高等教育機関で構成される「三重県図書館協会大学・短大・高専部会」

の副部会長校として、令和元年11月に開催された「全国図書館大会三重大会」

において大学・短大・高専分科会の企画運営に携わり、当日は全国から多数

の図書館関係者が参加した。 

 令和元年12月には、学長が県副知事等に第三期中期計画取組事項に係る方

向性等を説明した。 

【主な会議等への参加状況】 

・公立大学協会定時総会、東海北陸地区協議会…学長・事務局長参加 

・公立大学協会看護・保健医療部会…本学にて開催（本学教員が延べ54名聴

講） 

・国公立大学振興議員連盟総会…事務局長参加（１回） 

・公立大学協会学長会議…学長（２回）・事務局長（１回）参加 

・公立大学協会事務局長等連絡協議会…事務局長参加 

・日本看護系大学協議会社員総会…学長参加（同協議会理事として参加） 

・公立大学協会副学長等協議会・事務局長等連絡協議会共通・課題別分科会

（教育改革、研究促進、地域連携及び財務の各分科会に担当理事等が参加） 

・その他、公立大学協会が主催する職員対象の各種研修に、必要に応じて参

Ⅳ 【質問１】 

「看護管理

者意見交換

会」での意見

交換の中身

は、具体的に

は、どのよう

なものであ

ったのか？ 

特に三重

県内におけ

る 地 域 看

護・福祉・医

療をめぐる

大学間の交

流・分担等に

ついては、具

体的な意見

は出なかっ

たのか？ 

 

【回答①】 

「令和元年度 県内病院等看護管理者意見交換会 実施報告」に意見

交換の具体的内容をお示ししました。 

 「看護管理者意見交換会」では、行政からの情報提供、学長講話、

本学からの話題提供を実施後、グループごとに各施設の課題、話題提

供への意見、県への要望などについて討議し、発表による共有、全体

での意見交換を行いました。外国にルーツをもつ看護職者を育てるこ

との必要性と難しさ、臨床のシーズにもとづく看護用具の開発への関

心、学修評価をふまえた看護基礎教育への期待など活発な意見交換が

なされました。 

なお、本学からの話題提供への意見交換が中心となり、三重県にお

ける地域看護・福祉・医療をめぐる大学間の交流・分担等については

具体的な意見は見出されませんでした。 

（補足資料） 

・令和元年度県内病院等看護管理者意見交換会実施報告 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

加 

31103 〈内部監査

の推進〉 

中長期の

監査計画に

基づき、教

育・研究、財

務、学生支

援、オペレー

ション等カ

テゴリー間

のバランス

を考慮した

上で、幅広い

分野で内部

監査を計画

的に実施し、

不断の改善

につなげる。 

 カテゴリー間のバランスを考慮し、中期目標期間内において監査のテーマ

が一巡するよう設定した中長期の監査計画に基づき、令和元年度は、①公的

研究費、②知的財産管理、③県内就職の促進、④危機管理・防災体制につい

て、内部監査を実施した。 

 内部監査結果については、理事長へ報告し教職員へ情報共有を図るととも

に、平成30 年度から理事会で報告している。また、「要改善」や「意見」を

述べた事項については、担当課等に今後の対応（改善）等について報告を求

め、その状況等を適宜確認し理事長及び理事会へ報告している。 

なお、平成30年度内部監査の指摘事項に係る対応については、全て対応済

みである。 

 

 

 

 

Ⅲ     

Ⅲ－２ 人事の適正化に関する取組  （１）人材の確保 

32101 〈適切な人

材マネジメ

ントの実施〉 

教員活動評

価・支援制

度、昇任申請

基準、採用選

考に係る審

査基準等の

人事制度を

適切に運用

するととも

教員活動評価・支援制度に基づき、「教員活動計画表」を活用して各教員

が自己点検・評価を行うとともに、学長及び上位教員が対象教員との面談・

評価を行い、適切に人材マネジメントを実施した。また、「昇任申請基準」、

「採用選考に係る審査基準」等に基づき適切に審査し、２名を昇任させ、２

名を採用した。 

Ⅲ  
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

に、点検・評

価を実施し、

必要に応じ

て制度改善

を行う。 

32102 〈教員の確

保〉 

優秀な教員

を確保する

ために、教員

採用に関す

る情報を幅

広く発信す

るとともに、

本学の教育

理念・教育目

標が達成で

きるよう、多

様な雇用形

態を活用し、

必要な教員

数を確保す

る。 

 優秀な教員を確保するため、採用については、教員選考委員会や領域の長

による面接を原則として実施した。また、昇任については、昇任基準を満た

している教員について、積極的に応募するよう働きかけを行った。採用及び

昇任の状況は次のとおりである。 

① 採用については、研究者人材データベース・大学ホームページを活用し

て、公募を行った。令和元年度は、10名を公募したところ、７名の応募者が

あり、令和２年４月１日付けで２名を採用することとした。（平成30年度：

13件公募、17名応募、10名採用）  

② 教員の昇任については、令和元年10月１日付けで助手２名を助教に昇任

させることとした。  

③ 地域連携の特任教員については、定数３名のうち、１名の不足分を業務

職員で補っていたが、令和元年12月１日付けで新たに教員１名を採用した。 

④ 連携協力協定病院の11病院のうち３病院と人事交流（１年間）を行い、

３名を本学の助手として受け入れた。派遣元病院側では、臨地＊での看護教

育の質の向上及び看護研究の活性化につながるとともに、本学においても教

育活動の充実につながっている。 

⑤ 臨地＊教育の指導体制の充実を図るため、臨地＊実習の指導等に協力す

る実習協力機関の優れた医療人に対して臨地＊教授等の称号を付与した。 

⑥ 臨地＊における実習指導の充実を図るため、実習指導員を確保した。 

（参考） 

 ・高大連携特任教授 ２名（平成30年度２名） 

 ・地域連携特任教員 ３名（同３名） 

 ・人事交流     ３名（同人事交流３名、派遣１名） 

 ・臨地＊教授等    26名（同23名） 

 ・実習指導員（業務職員） ５名 

Ⅲ 【質問１】 

③地域連携

の特任教員

について新

たに採用し

た教員は何

の教科の専

門で、地域貢

献において

はどのよう

な仕事をし

ているの

か？ 

【質問２】 

⑥ 実 習 指

導員（業

務職員）

の 位 置

づ け と

役割、そ

の 範 囲

に つ い

て 

 

 

【回答①】 

地域連携の特任助教を新たに採用しています。本学卒業生（２期生）で

あり、10 年以上医療機関で助産師としての臨床経験を有し、本学母性看

護学教員（助手）としての教育経験も有しています。地域貢献において

は、「卒業生支援事業」、「地域交流センター企画事業（講師派遣）」、「人

事交流教員支援」、「看護管理者意見交換会」、「年報発行」、「イベントへ

の参加（みえアカデミックセミナー、フレンテまつり）」などを担当していま

す。 

 

 

 

【回答②】 

実習指導員（業務職員）は、本学契約職員就業規則に則り、職員の指

示に基づき専門技術（保健師、助産師又は看護師）業務に従事する業務

職員と位置づけています。 

看護系の領域に所属し、実習時期には臨地において教員とともに学生

への実習指導を行い、実習時期以外には、講義・演習等において教員を

補助する役割を担っています。 

業務内容の詳細は、各領域長の裁量で決定していますが、主担当とし

て授業を行うことや、成績評価を担うことはありません。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

32103 〈事務職員

の確保〉 

法人・大学

運営の専門

性、特殊性等

にも的確に

対応できる

よう、大学固

有職員、県か

らの派遣職

員及び契約

職員等を適

材適所に配

置する。 

大学経営の専門性や特殊性に配慮して、法人固有職員や県派遣職員を配置

するとともに、蓄積した専門的なノウハウの活用の観点や欠員の補充等を考

慮して、契約職員、派遣会社からの派遣職員を配置した。令和元年度に在籍

する固有職員は、入試、教務、研究費、大学施設管理等の業務の担当とした。 

 平成31年４月に固有職員１名を新規に採用した。また、年度途中に固有職

員に欠員が生じたため、採用試験を実施した。（令和２年４月から１名を採用） 

Ⅲ 【質問1】 

現在大学

の事務職員

の定員は何

名で、そのう

ち、県派遣職

員は何名、法

人固有職員

は何名、その

他は何名か。 

【回答①】 

定員22名のうち、法人固有職員４名、県派遣職員９名、契約職員７名、

派遣職員２名が在籍しています。 

Ⅲ－２ 人事の適正化に関する取組  （２）人材の育成 

32201 〈教員の育

成と能力向

上〉 

教員活動

評価・支援制

度や研修制

度を適切に

運用すると

ともに、ＦＤ

＊活動及び

ＳＤ＊活動

を通じ、計画

的に教員の

人材育成を

行う。 

 本学のＦＤ＊活動は、従来から授業改善の観点だけにとどまらず、学部と

大学院が協働で広く人材育成の観点から実施している。令和元年度は、次の

とおりＦＤ＊活動及びＳＤ＊活動を実施した。 

・８月28日：「大学におけるＩＲ＊～現状と課題～」（講師：四天王寺大学

教育学部講師、全教職員を対象） 

・９月６日：ハラスメント研修（講師：三重大学学生総合支援センター講師、

全教職員を対象） 

・９月６日：「研究倫理についての動向」（講師：本学研究倫理審査会委員

長）研究・教育コロキウム＊ 

・９月11日・13日：研究費不正防止研修会 

・11月13日：「まちづくりのために今、専門職が、企業が、住民ができるこ

と！～おおた高齢者見守りネットワーク（みま～も）の取組」（講師：牧田

総合病院地域ささえあいセンター長） 

・３月６日：「臨床における専門看護師の役割と活動」（講師：公立社団法

人岐阜病院教育担当看護課長）（新型コロナウイルス感染拡大防止のため中

止） 

・３月17日：「研究倫理審査の方法」（講師：本学研究倫理審査会委員長）

Ⅲ   
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

研究・教育コロキウム＊ 

 また、学内の研修制度を活用して、大学院博士課程及び修士課程への進学

を積極的に推進することにより、教員の能力向上に努めた。 

（令和元年度博士課程在籍者４名（平成30年度３名）、修士課程在籍者３名

（同６名））      （関連項目 21201、21202、32202） 

32202 〈事務職員

の育成と能

力向上〉 

育成支援の

ための人事

評価制度に

基づき職員

の評価を行

うとともに、

外部及び内

部の研修へ

の積極的な

参加を促し

職員の育成

を行う。 

事務職員については、資質及び能力の向上を図るため、「三重県立看護大

学事務局職員育成支援のための人事評価制度」を適切に運用し、期首、中間

及び期末に面談を行うなど、人材育成に努めた。 

ＦＤ＊活動との合同研修として、「大学におけるＩＲ＊～現状と課題～」

（講師：四天王寺大学教育学部講師）を開催し、積極的な参加を促した。教

職員60名が参加し（参加率87.0％）、「有意義だった」「まあまあ有意義

だった」の回答が96.4％であった。 

ＳＤ＊活動として、一般社団法人公立大学協会の研修会を中心に積極的に

参加できるよう支援を行うとともに、人権意識を高めるために県津地域防災

総合事務所が実施するミニ人権大学に参加させた。 

また、管理職員、課長等が講師となって、事務局職員を対象とした研修会

を９回開催し、事務局職員として必要な基礎的知識（公立大学法人制度、法

人・大学評価、大学入試改革、高等教育のグランドデザイン、情報セキュリ

ティ対策、個人情報保護等）の習得を支援した。特に、接遇能力の向上等を

図るため、外部講師を招いて、ビジネスマナーについての研修を実施した。 

 職員満足度アンケートの「研修への積極的な参加について支援がなされ

ているか」の項目は0.17点上昇し、4.06点となった。 

（参加した主な研修） 

【学外】公立大学政策研修、公立大学に関する基礎研修、教務事務セミナ

ー、公立大学法人会計基礎セミナー、公立大学協会担当者研修、大学法人会

計研修、人権研修、奨学金業務研修会、学生対応研修、学務システム研修、

研究公正シンポジウム など 

【学内】事務局職員基礎研修、ハラスメント研修 など 

            （関連項目 21201、21202、32201） 

Ⅲ  
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

Ⅲ－２ 人事の適正化に関する取組  （３）服務制度の充実 

32301 〈服務制度

の充実〉 

働き方改

革関連法の

施行に伴う

対応を着実

に進め、働き

やすい環境

を整える。ま

た、教員勤務

実態調査、教

員・職員満足

度アンケー

ト及び教職

員ストレス

チェック＊

を継続的に

実施し、これ

らから抽出

された課題

等について

解決に向け 

た取組を進

める。 

 働き方改革関連法の施行に合わせ、自己申告による勤務時間確認書の提出

を義務付け、教職員の勤務実態を明らかにした。特に、裁量労働制を適用し

ている教員については、教育、研究、大学経営、地域貢献の活動状況を把握

した。 

 教員満足度アンケート結果については、100 点満点で令和元年度は 62.59

点と平成30年度とほぼ同じ点数であった。特に「仕事を進めてくうえで相談

できる人がいるか」が3.77点、「現在の仕事にやりがいを感じるか」が3.61

点で、高い点数となった。アンケート結果により明らかとなった課題につい

ては、適宜対策を講じていくこととした。 

 職員満足度アンケート結果については、100 点満点で令和元年度は 70.16

点と平成30年度とほぼ同じ点数であった。特に、「研修への積極的な参加に

ついて支援がなされているか」が4.06点、「仕事を進めていくうえで相談で

きる人がいるか」が3.84点で、高い点数となった。点数が下がった項目や低

い項目については、改善していくこととした。 

 教員及び職員の満足度アンケートの回答方法を紙ベースからネット利用に

改善したところ、回答率が全体で約17ポイント上昇し、92％となった。満足

度アンケート結果については、例年どおり３月の理事会、教育研究審議会、

教授会等で報告し、教職員で情報共有した。 

 教職員ストレスチェック＊結果は、健康リスクが全国標準より低く、平成

30年度と比べ低下した。職場全体のストレス度は、「量的負荷」は多いもの

の、「仕事のコントロール」、「上司の支援」、「同僚の支援」が良好な数

値となった。 

 労働時間の客観的な把握や年次有給休暇５日間取得の義務化など、働き方

改革関連法の施行に伴う対応を開始し、教職員の働きやすい環境づくりを進

めた。 

 教員満足度アンケートの結果及び健康管理等の観点から、週休日・休日の

出勤時における振替休暇・代休の取得を促進するため、それらが取得できる

期間を、振替休暇は「４週間前から８週間後まで」を「８週間前から１６週

Ⅲ 【質問１】 

働き方改革

に伴う教員、

職員の定員

数に問題は

ないか？（Ⅲ

－２） 

 

【質問２】 

 教員満足

度のアンケ

ート結果に

より明らか

となった課

題について、

どのような

課題があっ

たかを具体

的に記して

いただきた

い。 

週休日・休

日の出勤時

における振

替休暇・代休

の取得可能

な期間等が

挙げられて

いるが、他に

はどうであ

ったか？ 

【回答①】 

法人化以降、教職員の定数に変化はありません。 

「働き方改革」は、教職員にとって、より働きやすい環境を整えていくも

のであり、直接定数に影響するものではないと考えています。 

現在も看護系大学や学部の新設が続き、全国的に教員の慢性的な不

足が続いている状況であり、まずは常勤の教職員を確保していくことが必

要であると考えています。「働き方改革」を通じて働きやすい環境を整え、

教職員を確保できるよう取り組んでいきたいと考えています。 

 

【回答②】 

（アンケート結果からの課題） 

・教員が定員どおり配置されておらず不足している。 

・実習により拘束される時間が長いと感じる。 

・業務量が多く、休暇を取得することが難しい。 

（職場環境の改善に係る取組例）） 

・服務関係（休暇、旅行命令等）の決裁権者の見直しを行い、回議者を削

減しました。 

・公用車を使用した県内出張は、口頭による旅行命令とし、旅行命令書の

作成を不要としました。 

・高速道路利用制限の緩和を図るとともに、公用のＥＴＣカードを導入しま

した。 

・公用車給油専用のクレジットカードを導入し、立替払の削減を図りまし

た。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

間後まで」にそれぞれ倍にした。また、実習出張時における教員の勤務実態

を考慮し、実習出張時の高速道路利用の要件を緩和するなど、職場環境の改

善や教員満足度の向上を図った。 

【質問３】 

教職員ス

トレスチェ

ック結果は、

「平成 30 年

度と比べ低

下した」とあ

り評価でき

るが、逆に悪

化した数値

項目があれ

ば教えてい

ただきたい。 

【回答③】 

平成30年度と比べ、「量的負荷」にかかるストレス度が高くなりました。 

（H30:8.7→R1:8.8） 

 

Ⅲ－３ 事務等の効率化・合理化に関する取組 

33101 〈適正な業

務運営〉 

円滑な業

務運営がで

きるよう、事

務処理手順

の継続的な

見直しと、事

務の簡素化

による業務

の効率化を

図る。 

 事務局が管理する切手等の管理方法について、在庫管理に係る業務効率化

及びコスト低減を図るために、事務局内で保管すべき切手等の適正在庫量を

算出したうえで、在庫量の低減を図った。 

さらに、切手在庫量の削減及びこれに伴う管理業務の効率化を進展するため

の方策を検討し、令和２年度から郵便料金計器を導入することとした。 

 公用車について、公用車管理の効率化を図るために、公用車予約手続の標

準化を図るとともに、燃料残量管理に係る方法を見直した。また、小口現金

対応をしていた公用車の燃料費について、ガソリンスタンドのみ使用できる

法人クレジットカードを導入のうえ使用することで、燃料費に係る会計処手

続の簡素化を図った。 

さらに、令和２年４月から、公用車による県内出張については、口頭による

旅行命令とし、旅行命令書の作成を不要とするなど、手続の簡素化を図るこ

ととした。 

なお、事務局組織については、平成29年４月から２課体制（教務学生課、企

画総務課）で運営してきたが、業務量の偏在や業務効率に課題が生じている

ことから、前回の組織改編の趣旨を生かしつつ、こうした課題を解決するた

め、令和２年４月から３課体制（教務学生課、総務課、財務・運営課）に改

編することとした。一方、令和２年４月から、教員の出張に係る旅行命令手

Ⅳ  
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

続や休暇申請手続の簡素化等を図るため、一律理事長であった決裁権者を改

めることとした。 

〔補足資料：令和２年度公立大学法人三重県立看護大学組織図〕 

〔補足資料：看護大学の理事と事務局の体制〕 

Ⅳ－１ 自己収入の確保に関する取組 

41101 〈自己収入

の確保〉 

授業料につ

いては、国公

立大学の状

況や社会経

済情勢等の

把握に努め

適正な料金

水準を維持

する。 

自己収入額

については、

増額に向け

努力する。ま

た、修学支援

基金寄付金

については、

継続して寄

付が集めら

れるよう税

額控除制度

の適用とな

ったことも

含め積極的

に周知を図

る。 

全般的に国公立大学授業料改定に向けた大きな動きがなかったため、授業

料等は引き続き据え置くこととした。自己収入の主なものは次のとおりであ

る。 

① 施設使用料 

教育研究に支障がない範囲で、学内施設を職員採用試験及び資格試験、各

種大会並びにクラブ活動などの場として外部へ貸し出した。 

【令和元年度施設使用料】974千円（平成30年度 1,483千円） 

② ＭＣＮレポート（大学広報誌）広告掲載料 

県内の医療機関を中心に周知し、広告主の確保に努めた。 

【令和元年度広告収入】 62千円（年間計３者応募） 

（同146千円（年間計９者応募）） 

③ 認定看護師教育課程「認知症看護」に係る授業料等 

   研修生等から授業料や入学金などの収入を得た。 

  【令和元年度入学生】 

  （授業料）前期＠331千円×30名＝9,930千円 

後期＠331千円×28名＝9,268千円   

計19,198千円（平成30年度19,500千円） 

【令和２年度入学生】  

（検定料）＠ 30千円×54名＝1,620千円（令和元年度 1,680千円） 

（入学金）＠102千円×30名＝3,060千円（令和元年度 3,000千円） 

④ 地域交流センター事業収入（公開講座講習料収益を含む） 

令和元年度は「看護研究の基本ステップ」を遠隔配信で行う年度にあたり、

６施設で延べ258名が受講した。 

【令和元年度】2,235千円（同2,371千円） 

⑤ 修学支援基金寄付金 

 ＭＣＮレポートを通じて定期的な周知活動を行った。 

   【令和元年度】８件 391千円（寄付金累計額 6,311千円） 

Ⅳ 【質問１】 

全収入中に

しめる自己

収入の割合 

【回答①】 
令和元年度決算において、 
全収入額は、1,079,714,542円、 
自己収入額は、277,763,639円となり、 
全収入額に占める自己収入額の割合は25.7%となりました。 
 

【訂正】 
令和元年度決算において、 
全収入額は、1,102,179,864円、 
自己収入額は、278,262,178円となり、 
全収入額に占める自己収入額の割合は25.2%となりました。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

41102 〈外部資金

の獲得〉 

教員が競争

的資金を積

極的に獲得

できるよう、

研究者向け

助成金の情

報を提供す

る「外部資金

助成情報管

理システム」

を適切に運

用する。ま

た、獲得状況

等について

適宜集約を

行う。 

外部との共

同研究や受

託研究、受託

事業には、各

教員の業務

量等を参考

にしつつ、外

部資金の受

入を図る。 

平成30年度の科学研究費補助金の応募区分及び要件の変更により、研究歴

が浅い本学の助手、助教が助成金を獲得しにくい状況となったため、本学の

令和元年度科学研究費補助金の新規採択率（25.8%）は、全国平均（28.4％）

及び公立大学平均（27.3％）をそれぞれ下回った。このため科学研究費補助

金以外の外部研究費への応募を促進することを目的に、全ての公募情報を学

内ホームページで常時公開するとともに、教員に対して随時メールで周知を

図る「外部資金助成情報管理システム」を積極的に運用した。 

① 令和元年度外部研究資金申請率 

   100％（平成30年度：100％） 

   ※申請時点での退職予定者、年度途中採用者等を除く 

② 令和元年度外部研究資金獲得（採択）件数 

   24件（平成30年度：21件） 

③ 令和元年度外部研究資金獲得（採択）金額 

   21,280千円（平成30年度：18,400千円） 

④ 令和元年度科研費以外の外部資金申請件数 ７件 

⑤ 令和元年度科研費以外の外部資金獲得（採択）金額 １件（3,340千円） 

【参考：申請・獲得（採択）の内訳(令和元年度採択決定分)】 

（文部科学省科研費） 

 申請件数 採択件数 獲得金額（千円） 採択率（％） 

新規申請 31 ８ 7,000 25.8 

継続申請 16 16 14,280 100 

計 47 24 21,280 51.1 

（若手研究（全体件数の内数）） 

 申請件数 採択件数 獲得金額（千円） 採択率（％） 

新規申請 ９ １ 600 11.1 

継続申請 ３ ３ 1,300 100 

計 12 ４ 1,900 33.3 

（スタート支援研究（全体件数の内数）） 

 申請件数 採択件数 獲得金額（千円） 採択率（％） 

新規申請 ５ ２ 1,200 40.0 

継続申請 ０ ０ ０ ０ 

計 ５ ２ 1,200 40.0 

Ⅳ 【質問１】 

「研究歴が

浅い本学の

助手、助教が

助成金を獲

得しにくい

情況」とはど

ういう情況

かを具体的

に説明して

いただきた

い。他大学で

は、逆に近

年、助成金が

獲得しやす

くなった、と

している場

合もある。 

 

【回答①】 

平成30年度公募から、若手研究者の定義が「39歳以下」から「博士の

学位取得後８年未満」 に変更され、本学においてこの要件を満たす者

が、15名（H29年度）から２名（R１年度）と激減しています。 

このため、学位を取得していない若手研究者にとっては獲得が厳しくな

る一方、学位を取得している若手研究者にとっては、科研費獲得の機会

拡大につながっているのではないかと考えています。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

Ⅳ－２ 経費の抑制に関する取組 

42101 〈経費の抑

制〉 

教育・研究

予算を精査

し、適正な配

分を行うと

ともに決算

数値や大学

の経営状況

などを教職

員に対して

わかりやす

く説明する

ことにより、

コスト意識

の向上と経

費の抑制を

図る。 

平成30年度決算の状況については、決算データのグラフ化等、財務状況を

より分かりやすい形で表記するよう工夫のうえ、全教職員に説明した。また、

教職員のコスト意識の向上を図るために、環境マネジメントの運用を通じて

省エネルギー等の取組を行うとともに、当初予算編成時には、予算編成方針

を策定し、教職員に適切な見積やコスト削減に努めるよう依頼した。予算執

行において節約した予算額は、剰余金（目的積立金）として翌年度以降に活

用できることについても同時に説明を行い、予算削減に対するモチベーショ

ンの向上に努めた。 

さらに、予算編成過程においては、経費削減に努めつつ、学内の教育研究

活動に支障が出ないよう必要と認められる経費は予算に計上できるよう調整

した。 

Ⅲ   

Ⅳ－３ 資産の運用管理の改善に関する取組 

43101 〈資産の適

正管理〉 

資産の管

理・運用を安

全かつ適正

に行うとと

もに、本学の

教育、研究活

動に支障が

生じないよ

う、施設や設

資産を安全かつ適正に管理・運用するために、令和元年度において執行見

込のない資金（目的積立金及び寄附金等）については、可能な限り長期で地

方銀行の定期預金として運用した。また、施設や設備に係る日常的な維持管

理については、大学に常駐しているメンテナンス業務管理委託会社職員や清

掃業務管理委託会社職員と連携して、引き続き適切な保守管理を行った。 

そのほか施設の有効活用については、本学の運営に支障が生じない範囲で施

設の貸出を行い、収入の確保に努めた。 

Ⅲ  
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

備の維持管

理・点検を実

施する。ま

た、施設の利

用状況を把

握の上、教職

員や学生の

意見を反映

し、施設の有

効活用を図

る。 

43102 〈資産の有

効活用〉 

教育、研究

活動に支障

がない範囲

で、体育館、

テニスコー

ト等の本学

施設を適切

な料金によ

り貸出を行

う。 

本学の教育・研究に支障がない範囲で、テニスコート、グランド、体育館

等を近隣の中学校や高等学校のクラブ活動、地元のスポーツ少年団等に貸し

出した。特に、近隣県立高校には、当該校の体育施設の全面改修に対応する

ためのバックアップ施設として、本学の体育館を貸し出した。また、講義室

や講堂を県の教員採用試験等及び全国人権・同和教育研究大会の会場等とし

て貸し出した。 

令和元年10月の消費税率改正に伴い、新しい消費税率に反映させる形で施

設使用料を改定した。 

さらに、助産師等が実施する小学生等を対象とした命の授業等において使

用するため、本学が管理する教育用備品（胎児人形等）を貸し出した（12件）。 

Ⅲ   
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

 本学が保

有する知的

財産につい

ては、「産学

連携知的財

産アドバイ

ザー」の支援

を得て、積極

的に情報発

信していく

ことにより、

販路の開拓

に繋がるよ

う努める。 

本学が特許に係る権利を有する発明について、心肺蘇生用足趾支持台は、

令和元年12月に特許権を取得した旨、報道機関へ資料提供を行った。また、

産学連携知的財産アドバイザーの指導のもと、販路開拓に向けて対応した。 

平成31年２月に特許出願した四肢洗浄用容器については、本学を含む４つ

の公立看護系大学で組織する「知的財産創出ネットワーク」に係る活動の一

環として、令和元年11月に札幌市立大学が主催する「産学官金研究交流会」

に参加し、当該発明のプレゼンテーションを行った。 

                （関連項目 22103、23102） 

  
  

 

 

 

 

  

 

Ⅴ－１ 自己点検及び自己評価の充実のための取組 

51101 〈自己点

検・自己評価

の充実 

平成30年度

の業務実績

に関する評

価結果等を

参考に、第二

期中期目標

の達成に向

け、教職員が

一丸となっ

て取組を行

う。取り組ん

だ実績につ

いては、自己

点検評価委

 平成 30 年度の業務実績は、「年度計画管理表」により各委員会等で進捗管

理を行うとともに、その内容について自己点検評価委員会で検証・確認を行

った。この内容は、県評価委員会の評価を受けた。また、法改正に伴い提出

が必要となった第二期中期目標期間の見込業務実績についても、同様に評価

を受け、年度実績・見込実績とも全体として順調に実施していると認められ

た。 

 県評価委員会の評価結果については、理事会、経営審議会及び教育研究審

議会並びに全教職員が参加する会議などにおいて報告を行った。県評価委員

会からの改善コメントについては、令和元年度において改善に向けて取り組

むとともに、令和２年度の計画策定に活用した。また、令和元年度業務実績

及び令和２年度年度計画の取りまとめにあたっては、各委員会委員長と自己

点検評価委員会とが個別に意見交換を行い、事業の進捗状況や各委員会の評

価を確認するとともに、今後の事業展開について情報共有を図り、年度計画

に反映した。 

 さらに、次期の認証評価機関の認証評価については、内部質保証を担当す

る自己点検評価委員会が中心となり、大学全体で自己点検・評価報告書など

の資料作成、実地調査の対応や意見申立に取り組み、令和２年３月に大学基

Ⅲ 【質問１】 
2019年度に、
公立大学協
会が中心と
なって、大学
教育・質保証
評価センタ
－が設立さ
れ、評価基準
を少なくす
るなど認証
評価に関す
る新しい考
え方が打ち
出され、2020
年度は７つ
公立大学が
受審する。大
学として大
学教育・質保

【回答①】 
公大協が中心となって設立した機関であることから、本学も同センター

に入会し、会費を支出しています。令和元年度が認証評価の受審年度で
あったことから、次回の受審に向けて今後検討していきたいと考えていま
す。 
なお、令和２年６月に開催された2021年度の大学機関別認証評価実務

説明会（オンライン）に担当者を参加させ、同センターが実施する認証評
価について説明を受けたところです。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

員会で検証

を行った上

で、三重県公

立大学法人

評価委員会

の評価を受

ける。 

また、法改正

に伴い提出

が必要とな

った第二期

中期目標期

間の見込業

務実績につ

いても、同様

に評価を受

けるととも

に、第三期中

期計画につ

いての検討

を進める。 

さらに、平成

30年度に作

成した自己

点検・評価報

告書等をも

とに（公財）

大学基準協

会による認

証評価を受

審し認証を

取得する。 

これらの点

準協会から大学基準に適合しているとの認定を受けた。 

 県評価委員会及び認証評価機関の大学に対する評価結果については、第三

期中期計画や内部質保証の充実のために活用していく。 

証評価セン
タ－による
認証評価受
審について
検討された
ことはない
のか？ 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

検や評価を

通じて、内部

質保証機能

の充実を図

る。 

Ⅴ－２ 情報公開等の推進のための取組 

52101 〈情報発

信・情報公開

の推進〉 

本学のホ

ームページ

やＳＮＳな

どを活用し

て、積極的に

大学情報を

発信すると

ともに、マス

メディアを

活用した情

報発信を推

進する。ま

た、より効果

的な情報発

信ができる

よう戦略的

な広報を推

進する。 

法人運営の透明性を高めるため、「法人概要」、「財務諸表」、「教育情

報」、「諸規程」、「主要会議」、「情報公開・個人情報保護の取組」等に

係る情報を本学ホームページ等で公表した。特に「財務諸表」に関しては、

県民への説明責任を果たす視点から会計監査人による監査を自主的に受けて

おり、監査結果を本学ホームページに公表した。また、「教育情報」に関し

ては、「３つの方針（アドミッション・ポリシー＊、カリキュラム・ポリシ

ー＊、ディプロマ・ポリシー＊）」、「各授業科目のシラバス＊」、「成績

評価に係る客観的な指標」、「進学・就職の状況」等を公表した。 

 広報媒体ごとの特性を活かしながら、ホームページやＬＩＮＥ、広報誌

ＭＣＮレポート（年４回発行）など大学情報をタイムリーかつ的確に発信し

た。 

さらに、マスメディアでも本学に関する情報を取り上げてもらえるよう、

マスコミ各社に対して26件の資料提供を行った。令和元年度は、新聞記事

28件(平成30年度20件）の掲載、テレビ・ラジオ59件(同70件）などの発

信につながった。 

戦略的に広報を推進することをねらいに、平成30年度に作成した「報道資

料提供手順」に基づき、県の記者クラブのみならず、地元記者クラブへの情

報提供、地元ケーブルテレビへの声掛けなどにより、新聞掲載件数の増（28

件）（同20件)、本学行事へのマスメディア掲載件数が増加(７件)(同６件）

した。 

Ⅲ  
 

 

 

 情報公開

に関する条

例・規程に基

づき、県民か

らの情報公

情報公開については、「公立大学法人三重県立看護大学が管理する公文書

の開示等に関する規程」に基づき対応した。 

なお、令和元年度においては、公文書請求が１件あり、適切に対応した。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

開請求に適

切に対応す

る。 

52102 〈個人情報

の保護〉 

教職員・学生

に対して、個

人情報保護

の重要性に

ついて周知

するととも

に、特定個人

情報をはじ

め大学が保

有する個人

情報の管理

を徹底する。 

 

年度当初の全ての教職員が参加する会議において、本学の情報ネットワー

クとパソコン等の利用に関する注意点を周知したり、個人情報の漏洩につな

がるおそれのあるフィッシング・メール等の大量送信事案についての注意喚

起を行ったりして、意識の向上に努めた。 

マイナンバー（個人番号）については、マイナンバーの取扱マニュアルに

沿った取扱いを徹底した。具体的には、本学が管理するマイナンバーは、決

められた場所に厳重に保管・管理するとともに、事務局職員全員を対象にマ

イナンバー制度やマニュアルに係る研修を行い、マイナンバーの取扱いに関

して周知徹底を図った。また、三重県個人情報保護条例第６条に規定する「個

人情報取扱事務登録簿」をホームページに公表するともに、個人情報事務登

録簿の点検並びに内容の精査を、機密情報については、溶解処理を行った。 

事務局職員が取り扱う学生の成績情報等を保有する「学務システム」につ

いては、引き続き、特定の部屋で特定の職員が取り扱うことを徹底するとと

もに、定期的にログインパスワードを変更した。 

学生が実習等で知り得た個人情報を漏洩することのないよう、個人情報保

護の教育を徹底させるとともに、個人情報保護に関する誓約書を提出させた。

また、学生のＳＮＳ等による情報発信、インターネットによる犯罪、セキュ

リティについては、学内の情報センターが、オリエンテーションやガイダン

ス、授業、メール配信の活用等により、十分な時間をかけて教育を行った。 

Ⅲ 

Ⅲ 

  

Ⅵ－１ 施設・設備の整備、維持管理等に関する取組 

61101 〈教育環境

の整備〉 

目的積立

金等を活用

して、質の高

い教育、研究

を実践する

ための施

設・設備、備

良質な教育並びに研究環境を維持するため、目的積立金を活用し、学内に

おいて無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）を整備した。また、教育研究環境の向上を図

るため、財政状況をふまえ、大学運営に必要な備品を購入した。特に、サー

バー等のネットワーク機器や教職員及び大学院生等が使用するパソコン等を

令和２年度から更新するため、学内で検討を進めた。 

さらに、本学から津駅へ向かう夜間臨時バスの発着所に照明設備がないこ

とから、本学の敷地から当該発着所周辺を照らすための照明機器を設置した。 

（主な購入備品）  

 ・レーザー血流計 

Ⅲ

Ⅲ 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

品等の整

備・充実を図

る。また、中

長期改修計

画等をふま

え、施設・設

備の改修を

進める。 

 ・図書購入 2,861点7,132千円 

設置後20年以上経過している施設及び設備が散見されるため、平成29年

度に策定した中長期修繕計画等に基づき、大学機能の維持等を目的に一定の

予算を確保し、緊急性を要する修繕を実施した。一方、多額の経費を要する

等、本学では対応できない修繕工事や設備更新等については、設立団体と協

議し、令和元年度は、県の施設費補助金を財源に、大規模地震発生時に剥離

落下のおそれがある体育館の外壁について修繕工事を行った。 

（実習室の改修） 

 ・片開扉、カーテン及びレールの設置並びに畳スペースの畳表替（実習室

1） 

 ・ベッド修繕（実習室３） 

（研究棟の改修） 

 ・エレベータ制御装置部品交換 

 ・トイレ換気設備更新 

 ・空調機器の更新 

（主な修繕等） 

 ・冷却塔用水処理装置の交換 

 ・講堂内段差解消（スロープ増設） 

 ・中央監視装置関係部品の交換 

 ・空調熱源発生装置（ポンプ）の更新  

【質問１】 

本学の図書

購入が業者

に委ねられ

ていること

を考慮する

時、本学の蔵

書が、最新の

看護・医療の

研究・教育ニ

ーズを反映

しているか

どうかを抜

本的に調

査・点検する

必要はない

のか？ 

【回答①】 

図書館における購入図書及び購読雑誌の選択については、基本的に
本学教員の判断によって行っており、業者に委ねているわけではありま
せん。 
購入図書の選択については具体的には、次の5つの方法によって行

っています。 
(1)定期的に実施する教員による選書（7月と11月の年2回） 
（2）随時実施している教員による購入依頼 
(3)随時実施している、学生を主とする利用者による購入依頼 
(4)図書館司書ほかのスタッフによる選書 
また、図書を除籍する際にも、必ず全教員にリストを提示しその可否の判
断を仰いだうえで該当図書を決定しています。同様に購読雑誌の選択に
ついても、毎年度、全教員によって購読雑誌の見直しと新規追加の判断
を行っています。 
以上をふまえますと、現状の手続きにより、看護学研究・教育の観点か

ら十分な選書ができていると考えています。 
 

61102 〈環境等へ

の配慮〉 

省資源、省

エネルギー

等の環境に

配慮した施

設・設備の整

備や管理運

営を行う。 

○大規模災害への対応 

リスク管理委員会の設置及びＢＣＰの策定を機に、令和元年12月に学生、

教職員参加の総合防災訓練を実施した。今回の訓練では、「緊急地震通報装置

を用いた地震発生時の対応→安全な避難の実施→災害発生時の初動対応→災

害対策本部の立ち上げ」の一連の対応を総合的に確認した。また、災害発生

時に備え、教職員の緊急連絡網の有用性を維持するため、連絡網を使用した

伝達訓練を２回（７月：事務局職員対象、12月：全教職員対象）実施すると

ともに、平成29年度に策定した災害物品整備計画に基づき、備蓄食糧や毛布

等の物品の整備を行った。 

こうした取組のほか、学外との連携を進めるため、本学学長の発案により、

三重県看護系大学防災協議会（県内の４看護系大学で構成）が令和元年度に

設立された。令和元年度は、３回会議が開催され、防災体制や災害看護に係

る教育内容等についての意見交換や本協議会の今後の活動について協議し

Ⅲ 

Ⅳ 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

た。また、日本看護系協議会が主催する災害フォーラムに本学教員が出席し、

災害時における看護系大学間のネットワークの状況等について情報の収集及

び意見交換を行った。 

○ 侵入者対策等の防犯対策 

案件が発生するたび、警備委託業者と連携し、随時巡回を行うなど臨機応

変に対応した。また、不法侵入者対策を進めるための取組として、津警察署

生活安全課の職員を講師に防犯講習会を実施した。 

○ 学生に対する取組 

災害時に学生・教職員の安否状況を保護者にも確認できる「安否確認シス

テム」について、学生・教職員を対象とした操作訓練を年２回実施した。第

１回訓練（５月）では93.7%、第２回訓練（11月）では、94.6%（過去最高）

であった。また、未返信者にその理由等を確認し、システムの改善に努めた。 

学生のさまざまな場面における危機管理意識醸成のため、１年生（100名）

を対象としたオリエンテーションにおいて、４月３日に交通安全、４月４日

に防犯、薬物、消費生活、性教育及び海外渡航時の安全、４月 1６日にメン

タルヘルス、飲酒・喫煙の各講習会を実施した。 

Ⅵ－２ 危機管理に関する取組 

62101 〈危機管理

への対応〉 

教職員及び

学生の危機

管理への意

識を高める

ため、年度当

初のオリエ

ンテーショ

ンやガイダ

ンスにおい

て研修を行

う。  

平成30年度

に制定した

○大規模災害への対応 

リスク管理委員会の設置及びＢＣＰの策定を機に、令和元年12月に学生、

教職員参加の総合防災訓練を実施した。今回の訓練では、「緊急地震通報装

置を用いた地震発生時の対応→安全な避難の実施→災害発生時の初動対応→

災害対策本部の立ち上げ」の一連の対応を総合的に確認した。また、災害発

生時に備え、教職員の緊急連絡網の有用性を維持するため、連絡網を使用し

た伝達訓練を２回（７月：事務局職員対象、12月：全教職員対象）実施する

とともに、平成29年度に策定した災害物品整備計画に基づき、備蓄食糧や毛

布等の物品の整備を行った。 

こうした取組のほか、学外との連携を進めるため、本学学長の発案により、

三重県看護系大学防災協議会（県内の４看護系大学で構成）が令和元年度に

設立された。令和元年度は、３回会議が開催され、防災体制や災害看護に係

る教育内容等についての意見交換や本協議会の今後の活動について協議し

た。また、日本看護系協議会が主催する災害フォーラムに本学教員が出席し、

災害時における看護系大学間のネットワークの状況等について情報の収集及

Ⅳ 

Ⅳ 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

各種規程や

計画に基づ

いて、発災時

に危機管理

体制が稼働

するよう訓

練等を実施

する。また、

安否確認シ

ステムにつ

いて周知徹

底し、操作訓

練を実施す

る。 

令和元年度

に創設され

る県内看護

系学部を擁

する４大学

で構成する

「三重県看

護系大学防

災協議会（仮

称）」におい

て、大規模災

害時の協力

のあり方に

ついて検討

を進める。 

侵入者対策

等、防犯対策

については、

研修の実施、

び意見交換を行った。 

○ 侵入者対策等の防犯対策 

案件が発生するたび、警備委託業者と連携し、随時巡回を行うなど臨機応変

に対応した。また、不法侵入者対策を進めるための取組として、津警察署生

活安全課の職員を講師に防犯講習会を実施した。 

○ 学生に対する取組 

災害時に学生・教職員の安否状況を保護者にも確認できる「安否確認システ

ム」について、学生・教職員を対象とした操作訓練を年２回実施した。第１

回訓練（５月）では93.7%、第２回訓練（11月）では、94.6%（過去最高）で

あった。また、未返信者にその理由等を確認し、システムの改善に努めた。 

学生のさまざまな場面における危機管理意識醸成のため、１年生（100名）

を対象としたオリエンテーションにおいて、４月３日に交通安全、４月４日

に防犯、薬物、消費生活、性教育及び海外渡航時の安全、４月 1６日にメン

タルヘルス、飲酒・喫煙の各講習会を実施した。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

委託業者と

の連携など

により、臨機

応変に対応

できる体制

を強化する。 

Ⅵ－３ 人権の保護に関する取組 

63101 〈人権尊重

の推進〉 

学生、ハラス

メント相談

窓口、調整員

のハラスメ

ント防止に

対する認識

を高めるこ

とを目的に

研修会を行

う。 

ハラスメン

ト防止のガ

イドライン

などを充実

する。 

 

 

 

ハラスメント防止のための啓発活動とハラスメントの防止に係る規程の改

正及び関連資料の整備に取り組んだ。 

１ ハラスメント防止のための研修会 

① １年生への研修会（平成31年４月９日） 

１年生を対象に、県男女共同参画センターフレンテみえの北川知代氏を講

師に、ハラスメント防止のための研修会（テーマ：デートＤＶ）を開催した。

参加人数は100名（100％）で、アンケート回収率は100％、「よく理解でき

た」「理解できた」と回答した者は99.0％であった。「とても勉強になった」

「わかりやすかった」等の感想があり好評であった。 

② ２年生への研修会（令和元年12月18日） 

２年生を対象に、県男女共同参画センターフレンテみえの北川知代氏、宮

田真樹氏を講師に、ハラスメント防止のための研修会（テーマ：身近な人間

関係に潜むハラスメント）を開催した。参加人数は16名（出席率16％）で、

アンケート回収率は15名（93.8％）であった。「よく理解できた」「理解で

きた」と回答した者は15 名（100％）であった。出席率が低く課題が残った

が、研修会終了後、欠席者全員と全教職員に研修会資料を配布し、共有した。 

③ ３年生へのハラスメント研修会（令和元年８月９日） 

３年生の後期領域別看護学実習前のオリエンテーション時に、実習におけ

るハラスメント防止に関する説明を行い、適切な対応ができるように啓発を

行った。 

④ ハラスメント相談窓口のための研修会（令和元年９月６日） 

ハラスメント相談窓口である教職員を対象に、鈴木英一郎氏（三重大学学

生総合支援センター室長）による演習（事例を用いたロールプレイ）を取り

入れた研修会を開催した。対象者67名中参加者数55名（うち相談窓口52名）

が参加した。アンケート回収率は51名（93.0％）であった。アンケート結果

Ⅲ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【質問１】 
２年生への
研修会につ
いて、本学と
して外部か
ら２人の講
師を招き、参
加者からは
好評を得た
研修会に、な
ぜ、わずか１
６％しか参
加しなかっ
たのか？ 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答①】 

研修会の開催日時を設定するにあたり、講師の都合と２年生の履修科
目とが重なり、参加者が少ない結果となりました。そのため、欠席者全員
に研修会資料を配布し、共有しました。 
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資料 

番号 年度計画 実施状況等 
 

評価委員会
からのご質問 

質問に対する回答（案） 

では、「役に立つ」「まあまあ役に立つ」が51 名（100％）、「十分理解で

きた」「ある程度理解できた」が50名（98,0％）であった。 

⑤ ハラスメント調整員対象の研修会（令和元年９月６日） 

ハラスメント調整員５名と人権・環境委員会の委員４名を対象に、鈴木英

一郎氏（前出）を講師とした研修を実施した。調整員の対応能力を高めるた

めに事例を用いたロールプレイ形式の演習を行った。アンケート回収率は５

名（100％）で、「役に立つ」が100％であった。ハラスメント調整員として

の対応については、「おそらく対応できる」が５名（100％）で、その理由と

して、「理解が深まったため」「ロールプレイでイメージできたため」「２

名でなら何とか対応できるのではないかと感じた」等の意見があった。 

２ ハラスメント防止規程の改正と整備 

「ハラスメント防止等にかかる規程」について、マタニティーハラスメン

ト等を追加し、現行のハラスメント防止体制と規程との間で整合を図るため

に全体を見直し、改正した内容については教授会で周知を行った。また、改

正規程に基づき、「ハラスメント相談窓口及びハラスメント調整員に関する

要項」や「マニュアル」、「対応フロー」、「様式」を改正した。学内のホ

ームページにおいて、ハラスメント防止のための資料（ハラスメント防止宣

言、相談対応フロー図、ヒアリングシート等）を修正し、全体が分かりやす

いように学内ホームページ全体をハラスメントガイドラインとして整備を行

った。次年度の学生オリエンテーション時に配布する資料の点検及び追加資

料の作成を行った。 

３ ハラスメント相談窓口、調整員の報告 

ハラスメントに係る相談件数報告は、平成30年度に変更した報告システム

を活用して、半年に１回の実施を行った。年間を通して１件の報告があった

が、調査委員会の立ち上げ件数は０件であった。 

〔補足資料：ハラスメントの防止等にかかる規程〕 

〔補足資料：ハラスメント相談窓口及びハラスメント調整員に関する要項〕 

〔補足資料：ハラスメント相談窓口および調整員にかかる対応マニュアル〕 

 


